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投資主の皆様へ
ご挨拶
　投資主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は日本ヘルスケア投資法人に格別のご高配を賜
り、厚く御礼申し上げます。

　本投資法人の2015年10月期（第3期）の営業収益は555百万円、営業利益は224百万円、当期純利益は200百万円、
分配金につきましては、1口当たり利益分配金を3,299円、利益超過分配金を768円、合計として、1口当たり分配金
は4,067円となりました。　決算・運用ハイライトは3ページ

　2015年10月期は、「みんなの家・大宮吉野町」（取得価格：740百万円）、「みんなの家・中央区円阿弥」（取得価格：
838百万円）及び「シルバーハイツ羊ヶ丘３番館」（取得価格：1,200百万円）を取得致しました。また、2015年10
月に発表した公募増資により「アルファリビング岡山西川緑道公園」、「アルファリビング岡山後楽園」、「アルファリビ
ング高松駅前」及び「アルファリビング高松百間町」（取得価格総額：2,550百万円）を取得したことにより、資産規模
は上場時の13,280百万円から、18,608百万円へと拡大致しました。今後も厳選した物件に投資し、ポートフォリ
オの価値向上を図ります。　外部成長の詳細は6ページ　

　本投資法人が保有する施設のオペレーター社数は、上場時の７社から増資後は10社へと拡大しました。オペレーター
の分散の進展と、長期賃料固定での賃貸借契約の締結により、ポートフォリオの安定性
の維持・向上を実現しています。　安定運用戦略は９ページ

　財務関連におきましては、返済期限の分散化を推進しました。引き続き、将来の
リファイナンスリスクの低減を図りながら、更なる財務体質の強化に努めてまいり
ます。　財務状況は12ページ

　今後とも、本投資法人は運用会社である大和リアル・エステート・アセット・
マネジメント株式会社、スポンサーである株式会社大和証券グループ本社、
アドバイザーであるAIPヘルスケアジャパン合同会社が一体となり、投資
主価値を最大化していくことを目指していく所存です。
　投資主の皆様には引き続きご支援、ご鞭撻のほどよろしくお願い申し
上げます。
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3Ⅰ. 投資法人の概要

決算・運用ハイライト
資産規模の着実な拡大と安定した分配金水準の維持

2015年
4月期
（第2期）
実績

2015年
10月期
（第3期）
実績

差
2016年
4月期
（第4期）
予想

第3期
との差

2016年
10月期
（第5期）
予想

第4期
との差

期末保有物件数（件） 14 17 3 21 4 21 -

営業収益（百万円） 507 555 47 667 111 676 9

営業費用（百万円） 261 330 69 388 58 402 13

営業利益（百万円） 245 224 -21 278 53 274 -3

営業外費用（百万円） 83 23 -59 34 10 30 -3

経常利益（百万円） 162 201 38 244 42 244 0

当期純利益（百万円） 161 200 38 243 42 243 0

2015年
4月期
（第2期）
実績

2015年
10月期
（第3期）
実績

差
2016年
4月期
（第4期）
予想

第3期
との差

2016年
10月期
（第5期）
予想

第4期
との差

期末発行済投資口の総口数（口） 60,800 60,800 - 74,632 13,832 74,632 -

1口当たり分配金（円）（利益超過分配金を含む） 3,471 4,067 596 4,060 -7 4,060 -

1口当たり分配金（円）
（利益超過分配金を含まない） 2,661 3,299 638 3,260 -39 3,260 -

1口当たり利益超過分配金（円） 810 768 -42 800 32 800 -

■ 2015年10月期（第3期）決算実績、2016年4月期（第4期）及び2016年10月期（第5期）業績予想

■ 2015年10月期（第3期）分配金実績、2016年4月期（第4期）及び2016年10月期（第5期）  分配金予想

■ 1口当たり分配金（利益超過分配金含む）の推移 ■ 資産規模（取得価格の合計）の推移
（百万円）（円）
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日本ヘルスケア投資法人の特徴

1

2

拡大するシニアマーケットへの投資による成長

社会インフラへの社会貢献投資

●高齢化の更なる進展により、ヘルスケア施設への社会的需要が中長期的に拡大することが見込まれます。
●ヘルスケアに関する専門性、幅広いネットワーク、資金調達力により、中長期的に運用資産の拡充を図ります。

高齢化の進む国内人口　我が国の総人口に占める高齢者人口（65歳以上の人口）の割合（高齢化率）は増加することが予想されて
おり、高齢化率の高まりとともに高齢者の一人暮らし人口も増加する見込みとなっています。

●社会インフラとしての優良なヘルスケア施設の拡充に貢献します。

充実したサポート体制による社会貢献と投資主還元

■ 年齢別国内人口動態 ■ 高齢者の一人暮らし人口及び比率の推移
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■ 高齢者人口に対する高齢者向け住宅の充足率と2020年の到達目標

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2020年
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（出所）内閣府、厚生労働省、総務省、国立社会保障・人口問題研究所等
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高齢者向け住宅の普及が急務

2.04%
（2013年）

3.0～5.0%
（2020年）

国土交通省
政策目標

■ 本投資法人の果たす役割
本投資法人が、金融・資本市場を通じて調達した資
金によって高齢者施設・住宅取得を行うことにより、
オペレーターへ資金を供給することが可能になりま
す。オペレーターは、施設売却によって得た資金に
より、ヘルスケア施設運営事業を拡大するための施
設開発を行うことが期待され、これにより高齢者施
設・住宅の供給が促進されることが期待されます。

高齢者施設・住宅の不足に伴う社会的需要の拡大

優良な高齢者施設・住宅の供給促進

日本ヘルスケア
投資法人
高齢者施設・
住宅取得による
オペレーターへの
資金供給

オペレーター

施設売却で得た
資金を利用し
施設開発

資金供給

物件売却
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安定したキャッシュ・フロー

アセットの特徴を活用した投資主還元方針

スポンサー及びアドバイザーからの充実したサポート体制

●各ヘルスケア施設の運営事業者（以下、オ
ペレーター）と長期かつ賃料固定の賃貸借
契約を締結し、キャッシュ・フローの安定
化を図ります。

●減価償却費の比率が高いアセットの特徴を活かし、利益超過分配による継続的な投資主還元を図ります。
●本投資法人は、本投資法人が保有するヘルスケア施設のオペレーターと合意し、投資主の裾野を拡大することを目
的として、投資主優待制度を実施しています。

●金融のプロフェッショナルである大和証券グループ本社とヘルスケアのプロフェッショナルであるAIPヘルスケア
ジャパンの総力を結集したサポート体制を構築します。
●本投資法人の資産運用会社は、特定のオペレーターグループの参画がなく、高い独立性を有するため、幅広いオペ
レーターとの協力関係の構築が可能です。

■ 残存賃貸借契約
期間別分散（注）

■ 固定賃料比率

20年超
39.2 

%
10年超

　20年以内
60.8%

10年以内
0.0%

固定賃料
100.0% （注）取得価格総額に対す

る残存賃貸借契約期
間（2015年10月
31日時点）ごとの取
得価格合計の比率を
記載しています。

株式会社チャーム・ケア・
コーポレーション

SOMPOケアネクスト
株式会社（注） 株式会社さわやか倶楽部

入居一時金割引券 体験入居（食事付）
無料券

入居一時金
割引券

居室料
割引券

日帰り
（昼食付）
施設見学
無料券

居室料
割引券

体験入居
（食事付）
無料券

日帰り
（昼食付）
施設見学
無料券

株式会社ニチイ学館 株式会社シダー 株式会社日本介護医療
センター

COCO塾等の
入会金･

受講料割引券

家事・育児・
自費介護サービス
の割引券

体験入居（食事付）
無料券

日帰り（昼食付）
施設見学無料券 体験入居（食事付）無料券

株式会社ウイズネット 株式会社シルバー
ハイツ札幌

あなぶきメディカルケア
株式会社

入居者に
福祉用具
贈呈

体験入居
（食事付）
無料サービス

訪問理美容
無料

サービス 入居一時金
割引券

体験入居
（食事付）
無料券

日帰り
（昼食付）
施設見学
無料券

本投資法人保有の
あなぶきメディアケアの施設の

新規入居者に家具贈呈訪問マッサージ
無料サービス 介護旅行ギフト券

投資主
へ分配

賃貸
収入

賃貸
事業費用
・
販管費
等

減価
償却費

税引前
当期
利益

超過
分配

分配金
（利益）

減価償却費の
40％を上限に
利益超過分配
（出資の払戻し）

■ 大和証券グループ本社による
セイムボート出資

大和証券グループ本社は、CSR戦略の一環として、
本投資法人の上場及び上場後の成長戦略に十分な
サポートを継続して実施する方針であり、本投資
法人の投資口の保有（セイムボート出資）は、か
かる方針にも合致するものです。

本投資法人

資産運用会社

スポンサー アドバイザー

大和証券グループ本社
による本投資法人
投資口数保有比率

増資後、
発行済投資口数の
10.2％を保有

本投資法人

資 社資産運用会社

ー アア
オペレーター
10社

（注）ワタミ株式会社は、2015年12月1日付でワタミの介護株式会社の発行済み株式のすべてを損保ジャパン日本興亜
ホールディングス株式会社に譲渡。ワタミの介護株式会社は同日付でSOMPOケアネクストに商号変更しています。
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外部成長
厳選した物件取得による継続的なポートフォリオの構築

公募増資による主要指標の推移公募増資の概要

セグメント別市場規模

（注１）上場時、2015年10月期（第3期）の各数値は、各時点における数値。
（注２）公募増資後の取得資産のNOI利回りは取得時点の鑑定NOIを使用。
（注3）公募増資後の各数値は、2015年10月期（第3期）末実績数値を元に算出。
（注4）公募増資後のＬＴＶ（予定）＝（2015年10月期（第3期）末の有利子負債総額+2016年4月期（第4期）

の新規借入金-増資時の手取り金の一部をもって返済予定の短期借入金）/（2015年10月期（第3期）末時
点の総資産+公募増資における発行価額総額+2016年4月期（第4期）の新規借入金-増資時の手取り金の
一部をもって返済予定の短期借入金）。

（注5）公募増資後のＮＡＶ（予定）＝{（2015年10月期（第3期）末の出資総額+公募増資における発行価額総額-
第3期の利益超過分配による出資の払戻予想額）+（第3期末の期末鑑定評価額合計額+第4期取得物件の取
得時鑑定評価額）-（第3期末の期末簿価合計額+第4期取得物件の取得価格合計額）}/公募増資後の発行投
資口数（74,632口）。

要介護者向け有料老人ホームの市場規模は大きく、本投資法人の拡大余地は大きい。

発行形態 公募増資（一般募集、売出）

発行決議日 2015年10月29日

条件決定日 2015年11月10日

募集期間 2015年11月11日～11月12日

払込日 一般募集：2015年11月17日
第三者割当：2015年12月16日

募集前発行済
投資口総数 60,800口

募集投資口
総数：13,832口（一般募集：12,130
口、第三者割当：1,702口）
売出口数：18,500口

募集後発行済
投資口総数 74,632口

発行価格 196,570円

発行価額 189,440円

発行価額総額
一般募集：2,620百万円（第三者割当
増資を含む）
売出：3,504百万円

主要指標
上場時
2014年
11月 5日
時点

2015年
10月期
（第3期）

公募増資後
2015年
10月期
（第3期）
期中取得資産

公募増資時
取得資産

物件数（件） 14 3 17 4 21
資産総額
（取得価格合計）
（百万円）

13,280 2,778 16,058 2,550 18,608

鑑定評価総額
（百万円） 15,138 2,924 20,410 2,637 23,047

平均鑑定
NOI利回り（％） 6.94 5.60 6.70 5.19 6.49

2015年
4月期末
（第2期末）

2015年
10月期末
（第3期末）

公募増資後

LTV（％） 42.3 49.8 44.7
1口当たり
NAV（円） 174,096 190,907 191,175

（　　　　　）

500千円/月

350千円/月

200千円/月

600千円/月

400千円/月

200千円/月

価
格
（
想
定
月
額
利
用
料
）

保有物件
のゾーン

高

低

要介護・支援度
（出所）KPMGヘルスケアジャパン株式会社

要介護・要支援 自立

52.0%

29.5%

13.1%

5.4
%

合計
2兆5,655
億円

7,988億円
（8,065施設、242,057室）

3,277億円
（1,284施設、69,380室）

879億円
（248施設、23,056室）

275億円
（46施設、4,963室）

135億円
（174施設、6,718室）

103億円
（8施設、1,023室）

1,309億円
（377施設、20,473室）

762億円
（163施設、8,824室）

有料老人ホーム（介護者向け）
市場規模…1兆3,336億円
施 設 数………9,889施設

（340,734室）

有料老人ホーム
（自立者向け）

市場規模…1,390億円
施 設 数……476施設

（35,760室）

グループホーム
市場規模……7,568億円
施 設 数… 12,643施設

（192,024室）

高齢者専用賃貸住宅 ／
サービス付き高齢者向け住宅
市場規模……3,361億円
施 設 数……4,579施設

（144,434室）

■  民間営利施設のタイプ別市場規模(年間売上高) ■  価格別市場規模(有料老人ホーム介護・自立)
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シルバーハイツ羊ヶ丘3番館 

アルファリビング岡山西川緑道公園 アルファリビング岡山後楽園

立地特性　札幌市営地下鉄東西線「南郷18丁目」駅から
徒歩約15分の立地に所在しています。南東側に面する
向ヶ丘通を生活道路として、街区が整然とした閑静な地
域となっています。

物件特性　最多の居室面積は21㎡と、介護居室として
は一般的な広さです。共用部分については、売店、植栽
溢れる中庭、理美容室、専用の歯科相談所が設置される
等、介護型施設ながら自立型施設並みに充実しています。

立地特性　岡山市街の中心部である「岡山」駅や岡山県庁の近隣に所在し
ています。周辺の西川沿いには効果的に植栽がなされており、物件北側の
公園と共に、趣ある地域環境が形成されています。
物件特性　2014年竣工と築浅の住宅型老人ホームである本物件は、要
介護者向けの施設で標準的な広さとなる約18㎡を中心とした広さの個
室を提供しており、居室設備として洗面台、トイレを備えています。

立地特性　岡山市を南北に流れる旭川の東側そばに所在しています。南
側には幹線道路を挟んで日本三大庭園の一つである後楽園や岡山城があ
り、西側と南西側には閑静な住宅街が広がっています。
物件特性　2015年開設の地元有力企業の保養施設をコンバージョンし
た物件です。住宅型老人ホームである本物件は、要介護者向けの施設で標
準的な約18㎡～約25㎡を中心とした広さの個室を提供しており、居室
設備として洗面台、トイレを備えています。

南郷18丁目駅

南郷13丁目駅

シルバーハイツ
羊ヶ丘３番館

シルバーハイツ
羊ヶ丘３番館

0 600m
札幌ドーム

札幌しらかば台病院

しらかば台
月寒東クリニック

東月寒公園

吉田川公園

白石南公園

札幌市営
地下鉄東西線

東月寒緑地

36

82

月
寒川

イオンモール
岡山

岡山城

岡山県庁

岡山後楽園

岡山市役所
大雲寺前

城下

岡
電
清
輝
橋
線

岡
電
東
山
本
線アルファリビング

岡山西川緑道公園
アルファリビング
岡山西川緑道公園

岡山駅岡山駅

0 300m

山
陽
本
線

山
陽
新
幹
線

旭川

402
アルファリビング

岡山後楽園
アルファリビング

岡山後楽園

上場時取得済資産
14物件／13,280百万円

第3期取得済資産
3物件／2,778百万円

第4期取得済資産
4物件／2,550百万円

資産運用会社
独自の
ネットワーク

M&Aに伴う
オフバランス
化

シルバーハイツ羊ヶ丘３番館
セール＆
リースバック

アルファリビング岡山西川緑道公園
アルファリビング岡山後楽園
アルファリビング高松駅前
アルファリビング高松百間町 5物件／ 3,750百万円

・事業承継のためのM&A案件
・手元流動性の確保ニーズ

・オペレーターを傘下に持つデベロッ
パーグループの売却案件
・施設運営への専念ニーズ

スポンサー
グループ

オーナー
チェンジ

みんなの家・大宮吉野町
みんなの家・中央区円阿弥 2物件／ 1,578百万円
・スポンサーグループの紹介案件
・オーナーの資産運用ニーズ

アドバイザー 14物件／13,280百万円 14物件／ 13,280百万円

所在地 岡山県岡山市
取得日 2015年11月24日
取得価格（百万円） 730
全賃貸面積（㎡） 2,124.16

構造・階数 鉄筋コンクリート造
地上7階

居室数（室） 53
定員（人） 55
居室面積帯（㎡） 18.06～ 36.63
開設年月日 2014年10月1日

所在地 岡山県岡山市
取得日 2015年11月24日
取得価格（百万円） 610
全賃貸面積（㎡） 2,128.44

構造・階数 鉄筋コンクリート造
地上4階

居室数（室） 45
定員（人） 48
居室面積帯（㎡） 18.40～ 37.94
開設年月日 2015年3月1日

■  2015年10月期（第3期）取得物件

■  ソーシングルート毎の物件取得状況

■  2016年4月期（第4期）取得物件

アルファリビング高松駅前 アルファリビング高松百間町

立地特性　JR予讃線「高松」駅より徒歩約5分と交通の便の良い地域に
所在しています。周辺は商店街をはじめとする商業地にも近い、日常利便
性の高い地域となっています。
物件特性　2014年竣工と築浅の住宅型老人ホームである本物件は、要
介護者向けの施設で標準的な約18㎡を中心とした個室を提供しており、
居室設備として洗面台、トイレを備えています。また1階に歯科クリニッ
クを併設しています。

立地特性　最寄駅である高松琴平電鉄琴平線「片原町」駅まで徒歩４分、
またJR予讃線「高松」駅へも徒歩でのアクセスが可能な地域に所在してい
ます。高松三越やブランドショップが建ち並ぶエリアにほど近く、西方に
はアーケード商店街が通っており、生活利便性の高い地域となっています。
物件特性　サービス付き高齢者向け住宅である本物件は、自立者から入
居可能な施設で標準より広めの約27㎡を中心とした個室を提供してお
り、居室設備としてミニキッチン、浴室、洗面台、トイレを備えています。

中央公園

玉藻公園
（高松城跡）

片原町駅

高松築港駅
高松駅

中
央
通
り

高
松
琴
平
電
鉄

琴
平
線

予讃
線・高

徳線

0 200m

高松市役所

高松北署

30

11

アルファリビング
高松百間町

アルファリビング
高松百間町

アルファリビング
高松駅前
アルファリビング
高松駅前

所在地 香川県高松市
取得日 2015年11月24日
取得価格（百万円） 605
全賃貸面積（㎡） 1,848.06

構造・階数 鉄筋コンクリート造
地上6階

居室数（室） 43
定員（人） 44
居室面積帯（㎡） 18.00～ 45.71
開設年月日 2014年7月15日

所在地 香川県高松市
取得日 2015年11月24日
取得価格（百万円） 605
全賃貸面積（㎡） 1,929.16

構造・階数 鉄筋コンクリート造
地上10階

居室数（室） 52
定員（人） 54
居室面積帯（㎡） 21.29～ 40.80
開設年月日 2010年8月15日

2015年10月期（第3期）では、上記のシルバーハイツ羊ヶ丘3番館の他、2015年6月1日に、みんなの家・大宮吉野町、みんなの家・中央区円阿弥の２物件を取得しています。

2015年10月期（第3期）、2016年4月期（第4期）取得物件
資産規模の拡大を目指し、厳選した物件に投資

所在地 北海道札幌市
取得日 2015年10月15日
取得価格（百万円） 1,200
全賃貸面積（㎡） 7,267.56
構造・階数 鉄筋コンクリート造地上3階
居室数（室） 109
定員（人） 111
居室面積帯（㎡） 21.00～ 42.00
開設年月日 2003年6月12日
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ポートフォリオ構築方針と状況
大きな需要が見込まれる高齢者住宅・施設へ重点投資

三大都市圏
59.6%

中核都市部
40.4%

ニチイ学館 1.4%
日本介護医療センター 5.1%

シダー
6.9%

ウイズネット
8.5%

8.4%

スーパー・
コート

チャーム・ケア・
コーポレーション 10.5%

 さわやか
 倶楽部
17.7%

あなぶき
メディカル
ケア

SOMPO
ケアネクスト
　 21.3%

■ 地域 ■ タイプ ■ オペレーター

（注）上記３つの円グラフの比率は、取得価格総額ベースで算出しており、小数第２位を四捨五入して記載しています。

13.7%

シルバーハイツ札幌
6.4%

2.0倍超
14.6%

50％以内
47.7% 5％以内

59.4%
50％超
60％以内
 48.1%

5％超
15％以内
26.1%

 1.5倍超
2.0倍以下
34.8%

1.2倍超
1.5倍以下
  28.3%

1.2倍以下
22.3%

平均
1.4倍

平均
50.6%

平均
5.7%

■ 賃料負担力（注1） ■ 介護報酬割合（注2） ■ 入居一時金償却収入割合（注3）

（注１）「賃料負担力」は、各取得資産における直近のEBITDARを賃料で除した倍率を記載しています。EBITDAR＝営業利益+減価償却費+賃料
（注２）「介護報酬割合」は、各取得資産における売上高に対する介護報酬（入居者負担を含む）の割合を記載しています。
（注３）「入居一時金償却収入割合」は、各取得資産における売上高に占める入居一時金償却収入の割合を記載しています。
（※）各データは、各オペレーターから開示された2014年10月から2015年9月における事業収支の情報に基づいています。但し、ニチイケアセンター福島大森は、

2014年7月から2015年6月、ラ・ナシカあらこがわは、2014年4月から2015年3月、シルバーハイツ羊ヶ丘3番館は2014年2月から2015年1月、アルファリビ
ング岡山西川緑道公園は2014年10月から2015年6月、アルファリビング岡山後楽園は2015年3月から2015年6月、アルファリビング高松駅前及びアルファリビン
グ高松百間町は2014年7月から2015年6月における事業収支の情報に基づいています。

60％超
70％以内

4.2%

15％超
20％以内
14.5%

有料老人ホーム 96.7%

サービス付き
高齢者向け住宅
3.3%

介護付 65.7% 住宅型 31.0%

地域
区分 定義 組入

比率の目安

三大
都市圏

東京圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県
中京圏：愛知県、三重県、岐阜県
近畿圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県

50%以上

中核
都市部 人口20万人以上の都市（三大都市圏を除く） 50%以下

その他 人口20万人未満の都市
（三大都市圏及び中核都市部を除く） 10%以下

ヘルスケア施設タイプ区分 組入
比率の目安

高齢者
施設･
住宅

有料老人ホーム（注１）（介護付･健康型･住宅型）

60%以上サービス付き高齢者向け住宅（注2）

その他の高齢者施設･住宅
医療施設 40%以下
その他 10%以下

各地域における投資の割合

分散状況（公募増資後）

保有施設の状況（公募増資後）

各ヘルスケア施設における投資の割合

（注１）「有料老人ホーム」とは、老人福祉法第29条に定義される施設をいいます。
但し、サービス付き高齢者向け住宅に該当するものは除きます。

（注２）「サービス付き高齢者向け住宅」とは、高齢者の居住の安定確保に関する
法律に定められた登録基準を満たし都道府県に登録された賃貸住宅をい
います。
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高い信頼性を有するオペレーターとの賃貸借契約

オペレーターの厳選、継続評価による良質なポートフォリオ構築

オペレーター 運営施設数
　　（件）（注）

運営居室数
　　（室）（注） 設立年月 属性

ニチイ学館 402 12,573 1973年8月 東証一部上場会社
ウイズネット 123 3,355 1998年1月 -
SOMPOケアネクスト 115 8,626 1992年11月 東証一部上場会社損保ジャパン日本興亜ホールディングスの子会社
さわやか倶楽部 62 3,796 2004年12月 東証一部上場会社ウチヤマホールディングスの子会社
スーパー・コート 44 2,949 1995年5月 -
シダー 36 1,872 1981年4月 東証JASDAQ上場会社
チャーム・ケア・
コーポレーション 28 1,985 1984年8月 東証JASDAQ上場会社

日本介護医療センター 27 1,088 1997年10月 -
あなぶきメディカルケア 23 1,009 2009年6月 東証一部上場会社穴吹興産の子会社
シルバーハイツ札幌 3 321 1961年12月 -

（注）「運営施設数」及び「運営居室数」は、オペレーターのホームページ及びオペレーターへのヒアリング（2015年9月30日時点）から、有料老人ホーム、グループホーム
及びサービス付き高齢者向け住宅についての施設数及び居室数を取得しています。

保有

運用

オペレーター数 4社

ヘルスケア施設A

オペレーターA

ヘルスケア施設B

オペレーターB

ヘルスケア施設C

オペレーターC

…
…

北海道地方

オペレーター数 4社
中部地方

オペレーター数 4社
中国地方

オペレーター数 4社
九州地方

オペレーター数 3社
東北地方

オペレーター数 6社
関東地方

オペレーター数 8社
近畿地方

オペレーター数 3社
四国地方

本投資法人

運営バックアップ協定者

資産運用会社

オペレーター数 10社
合計503施設

オペレーターと本投資法人間で運営の
バックアップに関する協定を締結

不測の事態が生じた場合に、
他オペレーターによる運営の引継ぎを協議

（注）利害関係人等との取引の場合は投資法人役員会の承認が必要

安定運用戦略
長期かつ賃料固定の賃貸借契約の締結

オペレーターの厳選 継続評価
金融機関の審査ノウハウを活用したデューデリジェンスの実施 取得後も取得時と同様の継続評価を実施

■  新規取得時 ■  継続評価時

●オペレーターの事業の継続性及び優位性を確認するため、金融
機関であるスポンサーグループの持つ審査ノウハウを活用した
デューデリジェンスを実施。

物件取得に至るまでの意思決定フロー

投
資
企
画
部

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・

オ
フ
ィ
サ
ー

投
資
委
員
会

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

取
締
役
会

投
資
法
人
役
員
会
(注)

●ヘルスケア運用チームは3名在籍。
●物件取得時と同様の評価を定期的に実施。
●加えて、施設訪問等を行い、以下のような施設モニタリングや
ヒアリング等を実施。
モニタリング（年2回以上）
・毎期の資産運用会社及びPM会社によるオペレーターの施設
訪問、実査の実施。

ヒアリング（年1回以上）
・オペレーターの施設長及び介護従事者に下記の項目を確認。
①入居者対応
②従業員の研修体制
③ガバナンス状況（虐待防止項目等も含む）



10

ポートフォリオ一覧 （公募増資後）
10オペレーター、21物件で構成

（注1）番号の赤色は三大都市圏、青色は中核都市部を示します。物件名称、施設の類型の背景は施設の類型により、介護付有料老人ホームはオレンジ、住宅型有料老人ホー
ムは水色、サービス付き高齢者向け住宅は黄緑に色分けをしています。“＊”印は2016年4月期取得物件です。

（注2）「取得価格」には、消費税、地方消費税及び取得に要した諸費用は含めずに記載しています。「比率」は、取得価格総額に対する各取得価格の比率を小数第2位を四捨五
入して記載しています。したがって、各欄の比率の合計が合計欄と一致しない場合があります。

（注3） 「鑑定評価額」は第4期取得物件は2015年7月31日時点、それ以外の物件は2015年10月31日時点のものです。
（注4） 「居室数」は、オペレーターから提供を受けた有料老人ホームに係る重要事項説明書に表示された数値を記載しています。

番号
（注1）

取得
時期

物件名称
施設の
類型

オペレーター 所在地 取得価格（百万円）
（注2）

鑑定評価額
（百万円）
（注3）

居室数
（室）
（注4）

比率(%)

1 第1期 チャームスイート緑地公園
介護付
有料老人
ホーム

チャーム・ケア･
コーポレーション 大阪府豊中市 1,950 10.5 3,030 128

2 第2期 スーパー ･コートJR奈良駅前
住宅型
有料老人
ホーム

スーパー ･コート 奈良県奈良市 1,569 8.4 1,690 155

3 第1期 レストヴィラ広島光が丘
介護付
有料老人
ホーム

SOMPOケアネクスト

広島県広島市 960 5.2 1,220 80

4 第1期 レストヴィラ相模原中央
介護付
有料老人
ホーム

神奈川県相模原市 1,170 6.3 1,720 80

5 第2期 レストヴィラ衣笠山公園
介護付
有料老人
ホーム

神奈川県横須賀市 1,839 9.9 1,990 104

6 第1期 さわやか海響館
介護付
有料老人
ホーム

さわやか倶楽部

福岡県北九州市 630 3.4 886 65

7 第1期 さわやか鳴水館
介護付
有料老人
ホーム

福岡県北九州市 590 3.2 802 87

8 第1期 さわやかはーとらいふ西京極
住宅型
有料老人
ホーム

京都府京都市 750 4.0 1,210 84

9 第2期 さわやか日の出館
介護付
有料老人
ホーム

新潟県新潟市 773 4.2 923 50

10 第2期 さわやかリバーサイド栗の木
住宅型
有料老人
ホーム

新潟県新潟市 266 1.4 318 33

11 第2期 さわやか大畠参番館
住宅型
有料老人
ホーム

福岡県北九州市 289 1.6 350 50

12 第1期 ニチイケアセンター福島大森
介護付
有料老人
ホーム

ニチイ学館 福島県福島市 265 1.4 349 52

13 第2期 ラ・ナシカあらこがわ
介護付
有料老人
ホーム

シダー 愛知県名古屋市 1,279 6.9 1,380 100

14 第1期 ヴェルジェ枚方
住宅型
有料老人
ホーム

日本介護医療センター 大阪府枚方市 950 5.1 1,570 104

15 第3期 みんなの家・大宮吉野町
介護付
有料老人
ホーム ウイズネット

埼玉県さいたま市 740 4.0 770 33

16 第3期 みんなの家・中央区円阿弥
介護付
有料老人
ホーム

埼玉県さいたま市 838 4.5 882 51

17 第3期 シルバーハイツ羊ヶ丘３番館
介護付
有料老人
ホーム

シルバーハイツ札幌 北海道札幌市 1,200 6.4 1,320 109

18 第4期 アルファリビング
岡山西川緑道公園

住宅型
有料老人
ホーム

あなぶきメディカルケア

岡山県岡山市 730 3.9 760 53

19 第4期 アルファリビング岡山後楽園
住宅型
有料老人
ホーム

岡山県岡山市 610 3.3 646 45

20 第4期 アルファリビング高松駅前
住宅型
有料老人
ホーム

香川県高松市 605 3.3 622 43

21 第4期 アルファリビング高松百間町
サービス
付き高齢者
向け住宅

香川県高松市 605 3.3 609 52

10オペレーター 21物件　合計 18,608 100.0 23,047 1,558

＊

＊

＊

＊



ニチイケアセンター
福島大森

ヴェルジェ枚方

レストヴィラ衣笠山公園

スーパー・コートJR奈良駅前
ラ・ナシカあらこがわ
レストヴィラ相模原中央

チャームスイート緑地公園

みんなの家･大宮吉野町
みんなの家･中央区円阿弥

さわやかリバーサイド
栗の木

10

シルバーハイツ羊ヶ丘３番館17

さわやか日の出館9

レストヴィラ広島光が丘3

＊アルファリビング岡山西川緑道公園18

＊アルファリビング岡山後楽園19

さわやかはーとらいふ西京極8

14

さわやか大畠参番館11

さわやか海響館6

さわやか鳴水館7

＊アルファリビング高松百間町21

＊アルファリビング高松駅前20

1

2

13

4

5

16

15

12

11Ⅰ. 投資法人の概要

三大都市圏

中核都市部

ポートフォリオマップ （公募増資後）
国内に所在するヘルスケア施設に分散して投資

（注）番号の赤色は三大都市圏、青色は中核都市部を示します。物件名称の背景は施設の類型により、介護付有料老人ホームはオレンジ、住宅型有料老人ホームは水色、サー
ビス付き高齢者向け住宅は黄緑色に色分けをしています。“＊”印は2016年4月期取得物件です。

みんなの家・
大宮吉野町
埼玉県さいたま市

さわやかはーとらいふ
西京極
京都府京都市

さわやかリバーサイド
栗の木
新潟県新潟市

みんなの家・
中央区円阿弥
埼玉県さいたま市

スーパー・コート
JR奈良駅前
奈良県奈良市

さわやか海響館
福岡県北九州市

レストヴィラ
相模原中央
神奈川県相模原市

さわやか鳴水館
福岡県北九州市

チャームスイート
緑地公園
大阪府豊中市

レストヴィラ
広島光が丘
広島県広島市

ニチイケアセンター
福島大森
福島県福島市

シルバーハイツ
羊ヶ丘３番館
北海道札幌市

＊アルファリビング
岡山西川緑道公園
岡山県岡山市

＊アルファリビング
岡山後楽園
岡山県岡山市

＊アルファリビング
高松駅前
香川県高松市

＊アルファリビング
高松百間町
香川県高松市

レストヴィラ
衣笠山公園
神奈川県横須賀市

さわやか日の出館
新潟県新潟市

ヴェルジェ枚方
大阪府枚方市

ラ・ナシカあらこがわ
愛知県名古屋市

さわやか大畠参番館
福岡県北九州市

1

13

3 10

12 17 18 19 20 21

6 117 9

2

14

4

15

5

16

8
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財務状況
借入金の固定化と返済期日の分散による安定した財務運営

有利子負債の状況（2015年10月31日時点）

インデックス組入れ情報

期間 借入先 残高
（百万円） 金利種別 利率（%）（注1） 借入日 返済期限

長期

みずほ銀行（注2） 800

固定

0.344

2014年11月5日

2017年10月31日
1,000 0.532 2019年10月31日

りそな銀行（注2） 1,200 0.532 2019年10月31日
三井住友信託銀行（注2） 1,200 0.431 2018年10月31日
みずほ信託銀行（注2） 700 0.532 2019年10月31日
武蔵野銀行（注2）（注3） 500 0.329 2017年10月31日
信金中央金庫 500 0.355 2017年10月31日
第一生命保険 500 0.431 2018年10月31日
みずほ銀行（注2） 500 0.524

2015年6月1日
2020年5月29日

みずほ信託銀行（注2） 500 0.524 2020年5月29日
武蔵野銀行（注2） 500 0.524 2020年5月29日
りそな銀行（注2） 500 0.474

2015年10月15日
2020年10月30日

信金中央金庫（注2） 400 0.293 2018年10月31日
合計 8,800 - - - -

長期借入金

100.0%
固定金利

100.0%

■ 長短比率 ■ 固定･変動比率

■ 借入金返済スケジュール

（注1）利率は小数第４位を四捨五入して記載しています。
（注2）変動金利をスワップ契約締結により実質上固定化したものは、固定化後の利率を記載しています。
（注3）利率は1年365日ベースに換算して記載しています。

（百万円）

15/10期16/4期16/10期17/4期17/10期18/4期18/10期19/4期19/10期20/4期20/10期
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

年　月 インデックス名
2015年12月 Thomson Reuters GPR / APREA Investable REIT 100 Index
2015年9月 Thomson Reuters GPR / APREA Composite Index

　平均残存年限（注1）

3.5年
（2015年10月期末）

49.8%
（2015年10月期末）

44.7%
（公募増資後）

（注1）平均残存年限は小数第２位を四捨五入して記載しています。
（注2）LTVは総資産ベースにて算出しています。

　  LTV（注2）



13Ⅰ. 投資法人の概要

株主総会
監査役

取締役会
コンプライアンス委員会

投資委員会（注） コンプライアンス・オフィサー
代表取締役社長

内部管理室

経理チーム

ヘルスケア
運用チーム

オフィス運用チーム

レジデンシャル
運用チーム

運用企画チーム

コンストラクション・
マネジメント・チーム

オフィス投資チーム

レジデンシャル
投資チーム

ヘルスケア
投資チーム

財務チーム

管理業務チーム

資産運用部 総務部営業推進部 経営企画部財務部

助言業務チーム

（注）投資法人毎に設置

一任業務チーム

ファンド運用部投資企画部 投資
オリジネーション部

資産運用会社の概要

■ 会社概要 ■ 取締役及び監査役

資産運用会社の組織体制（2015年11月30日現在）

本投資法人の仕組図

商号 大和リアル・エステート・
アセット・マネジメント株式会社

所在地 東京都中央区銀座六丁目2番1号
設立 2004年10月21日
資本金 2億円
代表取締役社長 山内 章

役員
9名
常勤取締役4名 常勤監査役1名
非常勤（取締役2名 監査役2名）

従業員 64名（派遣社員を除く）
金融商品取引業者登録 関東財務局長（金商）第355号
宅地建物取引業免許 東京都知事（3）第83920号
取引一任代理等認可 国土交通大臣第34号

協会員
一般社団法人投資信託協会会員
一般社団法人日本投資顧問業協会会員
一般社団法人第二種金融商品取引業協会会員

代表取締役社長 山内 章
代表取締役副社長 篠塚 裕司
代表取締役副社長 西垣 佳機
取締役 尾和 直之
取締役（非常勤） 松井 敏浩
取締役（非常勤） 小松 幹太
監査役 柴山 珠樹
監査役（非常勤） 白瀧 勝
監査役（非常勤） 木曽 慎二

■ 組織図

本投資法人

資産運用会社一般事務受託者
（機関運営事務）

投資主総会
役員会

執行役員：藤岡 博史
監督役員：清水 知彦
監督役員：中田 ちず子

特定関係法人
（資産運用会社の親会社）
スポンサー

株式会社大和証券グループ本社

アドバイザー

AIPヘルスケアジャパン合同会社

資産保管会社 ②

①

① 資産運用委託契約／機関運営に係る一般事務委託契約
② 資産保管業務委託契約
③ 投資主名簿等管理事務委託契約

④ 会計事務委託契約
⑤ 運営のバックアップに関する協定
⑥ スポンサー・サポート契約

⑦ アドバイザリー契約

みずほ信託銀行株式会社
投資主名簿管理人

三井住友信託銀行株式会社

一般事務受託者（会計事務等）
税理士法人平成会計社

運営バックアップ協定者
株式会社さわやか倶楽部

株式会社シダー
株式会社スーパー･コート

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション
株式会社ニチイ学館

株式会社日本介護医療センター
SOMPOケアネクスト株式会社

株式会社ウイズネット
株式会社シルバーハイツ札幌

あなぶきメディカルケア株式会社

会計監査人
有限責任 あずさ監査法人

大和リアル･エステート･
アセット･マネジメント株式会社

⑤

③

④

⑦⑥
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投資口・投資主の構成 （2015年10月31日現在）

主要な投資主 （2015年10月31日現在） IRカレンダー

出来高（右軸）投資口価格（左軸）

2014年   
11月

   
12月

2015年   
1月

   
2月

   
3月

   
4月

   
5月

   
6月

   
7月

   
8月

   
9月

   
10月

（円） （口）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

21,000

24,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

金融機関 16,056口（26.4%）

その他の国内法人 27,539口（45.3%） 証券会社 532口（0.9%）

個人・その他
14,578口（24.0%） 外国人 2,095口（3.5%）2015年4月期

（第2期）

合計60,800口

金融機関 16,195口（26.6%）

その他の国内法人 26,976口（44.4%） 証券会社 546口（0.9%）

個人・その他
16,319口（26.8%） 外国人 764口（1.3%）2015年10月期

（第3期）

合計60,800口

投資主名
所有投
資口数
（口）

割合
（%）

1. 日本エイチ・シー投資事業有限責任組合 9,900 16.28
2. アジアクワトロ投資事業有限責任組合 8,600 14.14
3. 株式会社大和証券グループ本社 6,080 10.00
4. 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,192 8.54
5. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,018 6.61

6. 資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,905 3.13

7. 野村信託銀行株式会社（投信口） 1,189 1.96

8. 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社 1,000 1.64

9. 株式会社中国銀行 667 1.10

10. 資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口） 483 0.79

合　計 39,034 64.20

6月 12月

7月

1月

10月

決算月

決算月

2015年12月18日・2015年10月期決算発表

2016年6月・2016年4月期決算発表

2016年7月・2016年4月期
 決算・運用状況のご報告
 （資産運用報告）発送

2016年7月・2016年4月期分配金支払開始

2016年1月20日・2015年10月期決算・運用状況
 のご報告（資産運用報告）発送

2016年1月21日

4月

・2015年10月期分配金支払開始

■ 所有者別投資口数 ■ 所有者別投資主数

個人・その他 4,923名
（96.8％）

金融機関 27名
（0.5％） 

その他の
国内法人

84名
（1.7％） 

外国人 31名
（0.6％） 

証券会社 22名
（0.4％） 

合計 5,087名 

投資口価格の推移

Ⅱ. 投資主インフォメーション

（注）小数第3位を四捨五入して記載しています。



15Ⅱ. 投資主インフォメーション

決算期日 毎年4月末日・10月末日

投資主総会 2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 あらかじめ公告して定めた日

分配金支払確定基準日 毎年4月末日・10月末日（分配金は支払確定基準日より3 ヶ月以内にお支払いします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード：3308）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 〒100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号　三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社証券代行部　電話0120-782-031（フリーダイヤル）

同取次窓口 三井住友信託銀行株式会社本店及び全国各支店

投資主メモ

住所等の変更手続きについて

分配金について

お知らせ

住所、氏名等の変更は、お取引証券会社にお申し出ください。なお、特別口座に記録されている投資口についてのお手続きは、三

井住友信託銀行株式会社証券代行部（電話0120-782-031（フリーダイヤル））へご連絡ください。

「分配金」は ｢分配金領収証｣をお近くのゆうちょ銀行にお持ちいただくことでお受取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、

「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三井住友信託銀行株式会社証券代行部へご郵送いただくか、同銀行の本支店窓口にて

お受取りください。なお、本投資法人規約の規定により、支払開始日から満3年を経過しますとその分配金のお支払いができなく

なりますので、お早目にお受取りください。

また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定等の手続きをご希望の方はお取引証券会社へご連絡ください。

［ 分配金計算書について ］
分配金支払いの際に送付しています「分配金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。当書類

は、分配金をお受取りになった後の分配金額のご確認や、確定申告の資料としてご利用いただけます。確定申告をなされる投資主

様は、大切に保管ください。ただし、株式数比例配分方式をご指定いただいております投資主様におかれましては、源泉徴収税額

の計算は証券会社等にて行われます。確定申告を行う際の添付資料につきましては、お取引の証券会社等にご確認ください。

2015年10月期（第3期）
運用報告会のご案内

http://www.nippon-healthcare.co.jp/日本ヘルスケア投資法人ホームページ

日本ヘルスケア投資法人の2015年10月
期（第3期）決算における運用報告会を開催
します。

１．日　時 2016年1月29日（金）
午前10時開始予定
（午前9時40分開場）

２．場　所 東京都千代田区
丸の内一丁目9番1号
グラントウキョウ 
ノースタワー18階

3．説明者 大和リアル・エステート・
アセット・マネジメント株式会社
代表取締役社長　山内章

ホームページによる情報提供について

日本ヘルスケア投資法人では、投資家の皆様のご理解を深めていただくため、
ホームページによる情報発信にも注力しています。ヘルスケアリートの仕組み
をはじめ、保有施設の概要や運営事業者の案内を掲載。また、ニュースリリース
等の更新を「IRメール配信サービス」にご登録いただいた方へEメールにてお知
らせするサービスもございます。ぜひご活用ください。
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期別
決算期

単位
第1期

（ 自 平成26年 1月 7日
至 平成26年10月31日 ）

第2期

（ 自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日 ）

第3期

（ 自 平成27年 5月 1日
至 平成27年10月31日 ）

（1）営業成績
営業収益 百万円 354 507 555
うち賃貸事業収入 百万円 354 507 555

営業費用 百万円 184 261 330
うち賃貸事業費用 百万円 112 166 208

営業利益 百万円 169 245 224
経常利益 百万円 130 162 201
当期純利益 百万円 129 161 200

（2）財産等の状況（期末日現在）
総資産額
（対前期比）

百万円
％

8,465 15,134 17,666
（－） （+78.8） （+16.7）

有利子負債額 百万円 5,850 6,400 8,800
純資産額
（対前期比）

百万円
％

2,109 8,045 8,035
（－） （+281.4） （△0.1）

出資総額（純額） （注3） 百万円 1,980 7,884 7,834
（3）分配の状況

分配総額 百万円 129 211 247
うち利益分配金総額 百万円 129 161 200
うち利益超過分配金総額 百万円 － 49 46

配当性向 （注4） ％ 100.0 100.0 100.0
（4）1口当たり情報

発行済投資口の総口数 口 19,800 60,800 60,800
1口当たり純資産額 円 106,546 132,332 132,160
1口当たり分配金 円 6,546 3,471 4,067
うち1口当たり利益分配金 円 6,546 2,661 3,299
うち1口当たり利益超過分配金 円 － 810 768

（5）財務指標
総資産経常利益率 （注5、6）
（年換算）

％
1.5 1.4 1.2
（2.6） （2.8） （2.4）

自己資本利益率 （注6、7）
（年換算）

％
6.1 3.2 2.5

（10.3） （6.4） （4.9）
自己資本比率
（対前期増減）

％
24.9 53.2 45.5
（－） （+28.2） （△7.7）

期末総資産有利子負債比率 ％ 69.1 42.3 49.8
賃貸キャッシュ・フロー（NOI） （注8） 百万円 336 479 499

（6）その他参考情報
投資物件数 件 8 14 17
テナント数 （注9） 件 8 14 17
総賃貸可能面積 ㎡ 27,793.71 46,142.60 57,173.22
期末稼働率 （注10） ％ 100.0 100.0 100.0
当期減価償却費 百万円 94 137 151
当期資本的支出額 百万円 1 0 2

（注1） 本投資法人の営業期間は、毎年5月1日から10月末日まで、及び11月1日から翌年4月末日までの各6ヶ月間となっておりますが、第1期営業期間は、本投資法人の設立
の日である平成26年1月7日から平成26年10月末日までとなります。

（注2） 営業収益等には、消費税等は含まれておりません。
（注3） 出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しております。
（注4） 第1期及び第2期の配当性向は、新投資口の発行を行っていることから、次の算式により計算しております。
 配当性向＝｛分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益｝×100
（注5） 総資産経常利益率＝経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
（注6） 第1期は、実質的な運用開始日である平成26年3月28日から平成26年10月31日までの運用日数218日、第2期は運用日数181日、第3期は運用日数184日により

年換算値を算出しております。
 なお、総資産経常利益率及び自己資本利益率の計算において、第1期は、期末総資産額、期末純資産額をそれぞれ用いております。
（注7） 自己資本利益率＝当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
（注8） 賃貸キャッシュ・フロー（NOI）＝賃貸事業収入－賃貸事業費用＋当期減価償却費
（注9） テナント数は、エンドテナントの総数を記載しております。
（注10）期末稼働率＝総賃貸面積÷総賃貸可能面積×100

（1）投資法人の運用状況等の推移

Ⅲ．資産運用報告

1．資産運用の概況
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（2）当期の資産運用の経過
①本投資法人の主な推移
本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。以下「投信法」とい
います。）に基づき、大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）を設立企画
人として平成26年1月7日に設立され、その後、平成26年4月3日に私募による投資口の追加発行（18,800口）を行いました。
当該私募増資による手取金及び借入金により、平成26年3月28日に8物件を取得し、実質的な運用を開始しました。
運用開始以降7ヶ月程度のトラックレコードを積んだ後、平成26年11月4日に公募による投資口の追加発行（39,000口）

を実施し、翌日、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場への上場（銘柄コード
3308）とあわせ、6物件を追加取得いたしました。当期においては、借入金及び手元資金にて3物件を追加取得いたしました。
本投資法人は、主たる用途がヘルスケア施設であるもののみを投資対象とする日本初のヘルスケア施設特化型リートとして、投
資家の皆様の資金を有効に活用し、質の高いヘルスケア施設の供給拡大に繋げ、ヘルスケア施設の利用者に対して高水準なサー
ビスを提供するとともに、投資家の皆様に対して適切な収益を還元し、更なる資金の導入を図り、投資家の皆様とヘルスケア施設・
サービス供給の好循環の創出を目指します。このような取組みを通じて、民間資金を有効に活用した高齢者向け住環境の整備と
いう我が国の重要政策の実現にも貢献したいと考えています。

②投資環境と運用実績
a 投資環境（平成27年5月1日～平成27年10月31日）
本投資法人の設立は、我が国が抱える年齢別人口動態における若年者層の減少と高齢者層の占める割合の増加という構造
上の問題と、それに伴い不足すると考えられる高齢者施設・住宅の拡充の必要性という社会的需要を背景としています。
我が国においては、平成27年6月1日現在、65歳以上の人口（以下、高齢者人口といいます。）が総人口の4分の1超を占

め（総務省「人口推計」によります。）、今後も総人口のうち高齢者人口の占める割合（以下、「高齢化率」といいます。）の上昇、
及び高齢者の一人暮らし人口の増加が予想されており、高齢者の居住を目的に介護サービス等の付された高齢者向け住宅（「シ
ルバーハウジング」、「高齢者向け優良賃貸住宅」、「サービス付き高齢者向け住宅」、「有料老人ホーム」及び「軽費老人ホーム」
をいいます。以下同じです。）の開発の拡大の可能性が十分にあると認識しています。
国土交通省では、高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合を平成32年には3％～5％とすることを政策目標として設定
しており、かかる政策目標を実現するためには、平成32年までに約43万人～約115万人分の高齢者向け住宅の新規供給が
必要となります。
このように、ヘルスケア施設の中でも特に高齢者施設・住宅に対する社会的需要は高まっており、国策としても高齢者施設・
住宅の拡充は重点事項の一つとなっていることから、本投資法人は、当面の間、ヘルスケア施設の中でも高齢者施設・住宅を重
点投資対象とし、高まる社会的需要から生じるキャッシュ・フローの獲得機会を捉えていきます。

b 運用実績
当期においては、平成27年6月1日に2物件（みんなの家・大宮吉野町及びみんなの家・中央区円阿弥、取得価格合計1,578
百万円）、平成27年10月15日に1物件（シルバーハイツ羊ヶ丘3番館、取得価格1,200百万円）の計3物件（取得価格合計
2,778百万円）を取得しました。
なお、当期末（平成27年10月31日）現在保有する物件について、賃貸可能面積は57,173.22㎡、稼働率は100.0％となっ
ております。

③資金調達の概要
a 新規物件の取得資金の調達
本投資法人は当期において、新規物件の取得資金等に充当するため、以下の借入を行いました。
・平成27年6月1日に取得した新規物件（みんなの家・大宮吉野町、みんなの家・中央区円阿弥）の取得資金等に充当する
ため、同日に株式会社みずほ銀行、みずほ信託銀行株式会社及び株式会社武蔵野銀行から総額1,500百万円の借入を行
いました。
・平成27年10月15日に取得した新規物件（シルバーハイツ羊ヶ丘3番館）の取得資金等に充当するため、同日に株式会社
りそな銀行及び信金中央金庫から総額900百万円の借入を行いました。

b 当期末の有利子負債の状況
上記の結果、当期末（平成27年10月31日現在）の有利子負債残高は総額8,800百万円（全て長期借入金）となりました。
当期末から1年以内に返済期日が到来するものはありません。
当期中において、期間3年から5年の長期借入を行い、当期末における平均残存期間は3.51年となっております。
また、金利上昇リスクをヘッジする目的で、当期に借入れた総額2,400百万円の借入金について、将来の支払金利を固定化
するための金利スワップ契約を締結しました。
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　当期中の借入一覧

借入先 借入金額
（百万円） 借入日 返済期限 借入期間

（年）

株式会社みずほ銀行 500 平成27年 6月 1日 平成32年 5月29日 5.0
みずほ信託銀行株式会社 500 平成27年 6月 1日 平成32年 5月29日 5.0
株式会社武蔵野銀行 500 平成27年 6月 1日 平成32年 5月29日 5.0
株式会社りそな銀行 500 平成27年10月15日 平成32年10月30日 5.0
信金中央金庫 400 平成27年10月15日 平成30年10月31日 3.0

　なお、当期末の金融機関毎の借入残高は以下のとおりです。

借入先 当期末（百万円） 比率（％）（注）
株式会社みずほ銀行 2,300 26.14
株式会社りそな銀行 1,700 19.32
三井住友信託銀行株式会社 1,200 13.64
みずほ信託銀行株式会社 1,200 13.64
株式会社武蔵野銀行 1,000 11.36
信金中央金庫 900 10.23
第一生命保険株式会社 500 5.68

合計 8,800 100.00

（注）比率は小数第3位を四捨五入して記載しています。

④業績及び分配の概要
上記の運用の結果、本投資法人の当期の実績は、営業収益555百万円、営業利益224百万円、経常利益201百万円、当期純
利益は200百万円となりました。
分配金につきましては、投資法人に係る課税の特例（租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。以下

「租税特別措置法」といいます。）第67条の15）の適用により、利益分配金相当額が損金算入されることを企図して、投資口1口
当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口1口当たりの分
配金を3,299円としました。
これに加え、本投資法人は、規約に定める分配の方針に従い、原則として毎期継続的に利益を超える金銭の分配を行うことと

しています（注）。これに基づき、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しとして当期の減価償却費151百万円の100
分の31にほぼ相当する額である46,694,400円を分配することとし、この結果、投資口1口当たりの利益超過分配金は768
円となりました。
（注） 本投資法人は、長期修繕計画に基づき想定される各計算期間の資本的支出を勘案し、長期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ、資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資産

の維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本投資法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払い等）に対応するため、融資枠等の設定状況を勘案し、本投資
法人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない範囲で、毎計算期間における減価償却費の40％を上限として利益を超える金銭の分
配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を継続して実施する方針としています。
なお、当期末現在保有する資産全17物件に係る東京海上日動リスクコンサルティング株式会社及び株式会社アセッツアールアンドディーによる建物調査診断報告書に記載の緊急
修繕費用、短期修繕費用及び長期修繕費用を合計した額の6ヶ月平均額は24百万円です。

（3）増資等の状況
　本投資法人設立以降、当期末までの発行済投資口の総口数及び出資総額（純額）の増減は、以下のとおりです。

払込年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（純額）（百万円）（注1）

備考
増減 残高 増減 残高

平成26年 1月 7日 私募設立 1,000 1,000 100 100 （注2） 

平成26年 4月 3日 私募増資 18,800 19,800 1,880 1,980 （注3） 

平成26年11月 4日 公募増資 39,000 58,800 5,616 7,596 （注4）

平成26年12月 3日 第三者割当増資 2,000 60,800 288 7,884 （注5）

平成27年 7月17日
利益を超える金銭の分配
（税法上の出資等減少分配
に該当する出資の払戻し）

－ 60,800 △49 7,834 （注6）

（注1）  出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しております。
（注2）  1口当たりの発行価格100,000円にて、本投資法人が設立されました。設立時における投資口の引受けの申込人は、大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式

会社です。 
（注3） 1口当たりの発行価格100,000円にて、取得物件の取得資金等の調達を目的として日本エイチ・シー投資事業有限責任組合及びアジアクワトロ投資事業有限責任組合に対

して投資口を追加発行いたしました。 
（注4）1口当たりの発行価格150,000円（発行価額144,000円）にて、取得物件の取得資金等の調達を目的とする公募による新投資口を発行いたしました。
（注5） 1口当たりの発行価額144,000円にて、取得物件の取得資金等の調達を目的とする第三者割当による新投資口を発行いたしました。
（注6） 平成27年6月19日開催の本投資法人役員会において、第2期（平成27年4月期）に係る金銭の分配として、1口当たり810円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資

等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、同年7月17日よりその支払を開始しました。
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【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以下のとお
りです。

期別
決算年月

第1期 第2期 第3期
平成26年10月 平成27年4月 平成27年10月

最高 － 293,100円 268,800円

最低 － 222,600円 189,600円

（4）分配金等の実績
　当期（第3期）の分配金は、投資法人に係る課税の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金相当額が損金
算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することと
しました。
　これに加え、本投資法人は、規約に定める分配の方針に従い、原則として毎期継続的に利益を超える金銭の分配を行うこととし
ています（注）。これに基づき、税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻しとして当期の減価償却費151百万円の100分の
31にほぼ相当する額である46,694,400円を分配することとしました。

期別 単位
第1期

（ 自 平成26年 1月 7日
至 平成26年10月31日 ）

第2期

（ 自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日 ）

第3期

（ 自 平成27年 5月 1日
至 平成27年10月31日 ）

当期未処分利益総額 千円 129,630 161,798 200,605

利益留保額 千円 19 10 26

金銭の分配金総額 千円 129,610 211,036 247,273

（1口当たり分配金） 円 （6,546） （3,471） （4,067）

うち利益分配金総額 千円 129,610 161,788 200,579

（1口当たり利益分配金） 円 （6,546） （2,661） （3,299）

うち出資払戻総額 千円 － 49,248 46,694

（1口当たり出資払戻額） 円  （－） （810） （768）

出資払戻総額のうち
一時差異等調整引当額からの分配金総額

千円 － － －

（1口当たり出資払戻額のうち
1口当たり一時差異等調整引当額分配金）

円 （－） （－） （－）

出資払戻総額のうち
税法上の出資等減少分配からの分配金総額

千円 － 49,248 46,694

（1口当たり出資払戻額のうち
税法上の出資等減少分配からの分配金）

円 （－） （810） （768）

（注） 本投資法人は、長期修繕計画に基づき想定される各計算期間の資本的支出を勘案し、長期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ、資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資産の
維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本投資法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払い等）に対応するため、融資枠等の設定状況を勘案し、本投資法
人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない範囲で、毎計算期間における減価償却費の40％を上限として利益を超える金銭の分配
（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を継続して実施する方針としています。

（5）今後の運用方針及び対処すべき課題
①投資環境
　我が国においては、高齢者人口が総人口の4分の1超を占め、今後も高齢化率の上昇及び高齢者の一人暮らし人口の増加が見
込まれます。医療技術の発展等から日本人の平均寿命は、厚生労働省「平成26年簡易生命表」によると男性80.50歳、女性
86.83歳となっており、総務省「人口推計」によると、平成27年6月1日現在の総人口1億26百万人のうち、65歳以上の人口
は33百万人、総人口のうち高齢者人口の占める割合は26.5％と過去最高となっています。
　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」によると、平成32年には総人口1億24百万人、
高齢者人口36百万人と高齢化率は29.1％まで上昇し、さらに平成72年には総人口が86百万人と現状から約40百万人減少
する一方で、高齢者人口は34百万人となり、高齢化率は39.9％にまで到達する見込みとなっています。
　国土交通省では、今後の高齢者向け住宅需要の拡大に備えて、平成32年までに高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合を
3％～5％とすることを政策目標として設定しています。かかる政策目標を実現するためには、平成32年までに約43万人～約
115万人分の高齢者向け住宅の新規供給が必要となります。
　このような環境の下、民間資金の有効活用による、高齢者の居住を目的に介護サービス等の付された高齢者向け住宅の開発の
拡大の可能性が十分にあると認識しています。
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②運用方針及び対処すべき課題
a 既存物件の運用戦略
　本投資法人は、安定的な収益を獲得し、投資主価値の維持・向上に資するために、以下の各施策を実施しています。
⒤収入の安定化
　 　本投資法人は、原則として、取得時における賃貸借契約の残存年限が、契約更改の可能性も勘案の上、実質10年以上の
物件を投資対象とします。本投資法人又は信託受託者とオペレーターとの間で締結される賃貸借契約は、オペレーター負担
費用の固定化及び本投資法人収入の安定化を実現する観点から、原則として、オペレーターが固定金額の賃料を支払うこと
を内容とする賃貸借契約とする方針です。本投資法人の取得済資産におけるオペレーターとの賃貸借契約は、すべて固定賃
料契約となっています。
ⅱオペレーターの選定基準・方法
　 　本投資法人は、ヘルスケア施設を取得する場合、施設の不動産としての質だけでなく、運営主体であるオペレーターの信用
力、運営力等が安定稼働を実現する上で重要な要素であると考えています。これは、入居者に選ばれるためには、入居一時金
及び月額利用料等に見合う質及び種類のサービスをオペレーターが提供でき、当該オペレーターが継続的に運営を行えるこ
とがヘルスケア施設の収益性・資産価値という観点からも重要な要素となると考えているためです。

ⅲBackup Operator Membershipの採用
　 　本投資法人は、取得済資産のすべてのオペレーターとの間で、本投資法人が保有するヘルスケア施設に係る賃貸借契約が
解約、解除若しくはその他の原因により終了した場合又は終了することが見込まれる場合において、本投資法人又は信託受
託者との間で新たな賃貸借契約を締結の上、当該ヘルスケア施設の運営を行うよう本投資法人が当該オペレーターに依頼し
た場合、当該オペレーターがかかる依頼について誠実に協議することを主な目的とする協定（運営のバックアップに関する
協定）をそれぞれ締結しており、また、将来取得するヘルスケア施設のオペレーターとの間でも同様の協定を締結することを
検討します。このような各オペレーターとの協定による関係を「Backup Operator Membership」といいます。

b 新規物件の投資戦略
　本投資法人は、以下に記載のとおり、資産運用会社の実績及びネットワークを活用するほか、スポンサーグループ及びアド
バイザーとの協働による物件情報の取得等を通じて、安定的な外部成長の実現を目指します。
⒤資産運用会社の実績及びネットワーク
　 　大和証券オフィス投資法人（平成27年11月末日現在の運用資産受託残高：約4,457億円）及び大和証券レジデンシャル・
プライベート投資法人（平成27年11月末日現在の運用資産受託残高：約782億円）の資産運用で培ってきた様々な関係先
（事業会社、金融機関、大手不動産仲介会社及び不動産仲介業者等）との強固な関係構築に基づく多様な物件取得ルートを
活用した物件取得に努めています。また、本投資法人の投資対象であるヘルスケア施設の取得機会の拡大・促進を図るため、
ヘルスケア施設専門の投資チームを設置し、既存の物件取得ルート以外の新たな物件情報の提供先やソーシング先（ヘルス
ケア施設のオペレーター、デベロッパー等）との関係構築も進め、物件情報を収集しています。
ⅱスポンサーグループとの協働による物件情報の取得等 
　 　資産運用会社は、必要に応じてスポンサーグループである大和証券グループの保有する支店網及び顧客網を活用することで、
資産運用会社が定める選定基準に合致したオペレーターを日本全国から探索し、物件取得・開発、施設運営の委託等の協働
可能性を検討することが可能であると考えており、物件取得機会の拡大が期待できると考えています。
ⅲアドバイザーとの協働による物件情報の取得等
　 　資産運用会社は、平成13年以降ヘルスケア分野（病院・介護施設）に焦点を当てた投資戦略を実施し、平成20年以降高
齢者施設・住宅向けに特化した投資を行ってきたAIPヘルスケアジャパン合同会社とアドバイザリー契約を締結しており、本
投資法人による投資対象資産であるヘルスケア施設の情報提供、管理及び運営並びにオペレーターとの協働等に関する助言
を受けています。これにより、本投資法人の中長期にわたる安定的なパフォーマンスの実現に寄与できるものと考えます。

　当期（平成27年10月期）においては、平成27年6月1日に2物件（みんなの家・大宮吉野町及びみんなの家・中央区円阿弥、
取得価格合計1,578百万円）、平成27年10月15日に1物件（シルバーハイツ羊ヶ丘3番館、取得価格1,200百万円）の計3
物件（取得価格合計2,778百万円）を取得しました。
　また、翌期（平成28年4月期）においては、平成27年11月24日に、後記「（6）決算後に生じた重要な事実」に記載してい
る計4物件（アルファリビング岡山西川緑道公園、アルファリビング岡山後楽園、アルファリビング高松駅前及びアルファリビン
グ高松百間町）、取得価格合計2,550百万円を取得しております。

③財務戦略
　本投資法人は、安定収益の実現、運用資産の着実な成長及び効率的な運用を図るために、以下に掲げる方針に従い、資金の調
達及び運用を行います。
a 投資口の追加発行 
  　投資口の追加発行は、新たに取得する不動産の取得時期、総資産に対する有利子負債の比率（以下「LTV」といいます。）、

経済市況等を総合的に勘案のうえ、投資口の希薄化にも配慮しつつ機動的に行います。 
b 借入れ及び投資法人債の発行 
  　LTVの水準は、資金余力の確保に留意した設定とし、原則として60％を上限とします。但し、新たな投資対象資産の取得、
及びリファイナンス・リスクの軽減等のために、一時的に60％を超えることができるものとします。 

  　安定的な財務基盤を構築し、将来の成長戦略を支えるため、有力金融機関とのいわゆるメインバンク体制を確立しつつ、借
入先の分散、投資法人債の発行等による資金調達先の多様化にも積極的に取り組みます。

  　借入れに際しては、借入コスト、借入期間、担保提供の要否等の諸条件につき複数の金融機関と交渉し、金利動向、マーケッ
ト水準、財務の機動性及び安全性、並びに借入先構成等のバランスを考慮しつつ諸条件を総合的に検討した上で、適切な資
金調達を行います。

  　金利上昇リスク及びリファイナンス・リスクを軽減するため、調達期間の長期化、金利の固定化、返済期日の分散、及び柔
軟性の高い財務制限条項の導入等を必要に応じて検討します。 
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  　各種必要資金を機動的に調達するために、コミットメントライン及び極度貸付枠等の融資枠の確保を必要に応じて検討し
ます。 

c 資金管理 
  　本投資法人は、資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本
投資法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払等）に対応するため、融資枠等の設定状況も勘案のうえ、妥当と考え
られる金額の現預金を常時保有します。 

  　本投資法人は、減価償却費相当額のうち、現預金として留保した後の残額を、本投資法人を取り巻く経済環境及び不動産
市場の動向、並びに本投資法人の保有資産の状況及び財務状況等を総合的に勘案のうえ、毎計算期間における減価償却費の
40％を上限として、毎期継続的に、投資主への利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）
に充当し、効率的な資金管理を図ります。

  　余剰資金は、安全性及び流動性の高い有価証券及び金銭債権へ投資を行う場合があります。
  　デリバティブ取引（投信法第2条第6項）は、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的とした
運用に限定します。

（6）決算後に生じた重要な事実
①投資口の発行
　本投資法人は、平成27年10月29日及び平成27年11月10日開催の本投資法人役員会において、下記のとおり、投資口の
発行に関し決議しました。なお、平成27年11月17日及び平成27年12月16日にそれぞれ払込が完了しております。
a 公募による新投資口の発行（一般募集）
ⅰ募集投資口数 12,130口
ⅱ払込金額（発行価額） 1口当たり金189,440円
ⅲ払込金額（発行価額）の総額 2,297,907,200円
ⅳ払込期日 平成27年11月17日
ⅴ調達する資金の使途 後記②記載の特定資産の取得資金及び取得に係る諸費用に充当します。
b 第三者割当による新投資口の発行
ⅰ募集投資口数 1,702口
ⅱ払込金額（発行価額） 1口当たり金189,440円
ⅲ払込金額（発行価額）の総額 322,426,880円
ⅳ割当先及び割当投資口数 大和証券株式会社　1,702口
ⅴ払込期日 平成27年12月16日
ⅵ調達する資金の使途  手元資金とし、支出するまでの間は金融機関に預け入れ、将来の特定資産の取得資金の

一部又は有利子負債の返済資金の一部に充当します。
②資産の取得
　本投資法人は、平成27年11月24日付で、下記のとおり、国内不動産を信託する信託受益権4物件（取得価格合計2,550
百万円）を取得しました。
　取得資産の概要

資産の名称 アルファリビング
岡山西川緑道公園

アルファリビング
岡山後楽園

アルファリビング
高松駅前

アルファリビング
高松百間町

取得資産 国内不動産を信託する信託受益権

施設の類型 住宅型有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム サービス付き
高齢者向け住宅

所在地（住居表示） 岡山県岡山市北区
中央町6番2号

岡山県岡山市中区
浜一丁目11番4号

香川県高松市西内町
1番6号

香川県高松市百間町
8番地11

取得価格
730百万円
（取得諸経費及び消費税
等を除きます。）

610百万円
（取得諸経費及び消費税
等を除きます。）

605百万円
（取得諸経費及び消費税
等を除きます。）

605百万円
（取得諸経費及び消費税
等を除きます。）

引渡日 平成27年11月24日

取得先 合同会社DAヘルスケアアルファ

賃借人 あなぶきメディカルケア株式会社

③資金の借入
　本投資法人は、平成27年10月29日にコミットメント型タームローン契約を締結し、平成27年11月24日付で、下記のと
おり、資金の借入れを行いました。この借入金は、前記「②資産の取得」に記載した新規物件の取得資金及び取得に係る諸費用に
充当しました。

借入先 借入日 借入金額
（百万円） 利率 返済期限 借入・返済方法

株式会社みずほ銀行 平成27年11月24日 900
全銀協1ヶ月円
TIBOR+0.30％

（注）
平成28年 5月24日 有担保・一括返済

（注） 利払日は、各月月末日及び満期日（但し、当該日が営業日でない場合は翌営業日となり、翌営業日が翌月となる場合はその直前の営業日）です。利払日に支払う利息の計算
期間に適用する基準金利は、利息の計算期間開始の2営業日前に公表される全銀協1ヶ月円TIBOR に基づき算出します。
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（1）出資の状況

期別
第1期 第2期 第3期

平成26年10月31日現在 平成27年4月30日現在 平成27年10月31日現在

発行可能投資口総口数 10,000,000口 10,000,000口 10,000,000口
発行済投資口の総口数 19,800口 60,800口 60,800口
出資総額（純額） （注） 1,980百万円 7,884百万円 7,834百万円
投資主数 3名 4,669名 5,087名

（注）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しております。

（2）投資口に関する事項
　平成27年10月31日現在における発行済投資口の総口数のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名（社）は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数（口） 発行済投資口の総口数に対する
所有口数の割合（％）（注）

日本エイチ・シー投資事業有限責任組合 9,900 16.28
アジアクワトロ投資事業有限責任組合 8,600 14.14
株式会社大和証券グループ本社 6,080 10.00
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,192 8.54
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,018 6.61
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 1,905 3.13
野村信託銀行株式会社（投信口） 1,189 1.96
大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社 1,000 1.64
株式会社中国銀行 667 1.10
資産管理サービス信託銀行株式会社（金銭信託課税口） 483 0.79

合計 39,034 64.20

（注）「発行済投資口の総口数に対する所有口数の割合」は、小数第3位を四捨五入して記載しています。

（3）役員等に関する事項

役職名 氏名又は名称 主な兼職等 当該営業期間における
役職毎の報酬の総額（千円）

執行役員（注1） 藤岡　博史
東短ホールディングス株式会社　顧問
青山リアルティー・アドバイザーズ株式会社　顧問

1,200

監督役員（注2）
清水　知彦

清水国際法律事務所　代表
三櫻工業株式会社　社外監査役
株式会社メディアシーク　取締役 2,400 

中田　ちず子
中田公認会計士事務所　代表
株式会社中田ビジネスコンサルティング　代表取締役

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人 ― 4,400

（注1） 執行役員は、平成27年10月31日時点で、本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有しておりません。
（注2） 監督役員は、平成27年10月31日時点で、本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有しておりません。

会計監査人の解任及び不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投資信託及び投資法人に関する法律の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査
報酬額等その他諸般の事情を総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討いたします。

（4）資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者の名称
　平成27年10月31日現在における資産運用会社等は以下のとおりです。

委託区分 氏名又は名称
資産運用会社 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社
資産保管会社 みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿管理事務） 三井住友信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計事務等） 税理士法人平成会計社
一般事務受託者（機関運営事務） 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社

2．投資法人の概況
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（1）本投資法人の財産の構成

資産の種類 用途 地域

前期
（平成27年4月30日現在）

当期
（平成27年10月31日現在）

保有総額
（百万円）（注1）

対総資産比率
（％）（注2）

保有総額
（百万円）（注1）

対総資産比率
（％）（注2）

不動産信託
受益権

高齢者施

設・住宅

有料老人
ホーム

三大都市圏（注3） 9,844 65.0 11,452 64.8
中核都市部（注4） 3,916 25.9 5,185 29.3
その他（注5） － － － －

サービス付き高齢者向け住宅 － － － －
その他の高齢者施設・住宅 － － － －

小計 13,760 90.9 16,637 94.2
医療施設 － － － －
その他 － － － －

合計 13,760 90.9 16,637 94.2
預金・その他の資産 1,373 9.1 1,028 5.8

資産総額計（注6）
15,134 100.0 17,666 100.0

（13,760） （90.9） （16,637） （94.2）

（注1） 「保有総額」は、貸借対照表計上額（不動産信託受益権については、減価償却後の帳簿価額）によっています。
（注2） 「対総資産比率」は、小数第2位を四捨五入しています。
（注3）  「三大都市圏」とは、東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）、中京圏（愛知県、三重県、岐阜県）及び近畿圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県）をいいます。以

下同じです。
（注4） 「中核都市部」とは、人口20万人以上の都市（三大都市圏を除きます。）をいいます。以下同じです。
（注5） 「その他」とは、人口20万人未満の都市（三大都市圏及び中核都市部を除きます。）をいいます。以下同じです。
（注6）  「資産総額計」の（ ）内の数値は、対象資産中に占める実質的に不動産等の保有に相当する部分を記載しています。なお、建設仮勘定（信託建設仮勘定を含みます。）の金額は、

不動産信託受益権の金額に含めていません。

（2）主要な保有資産
　平成27年10月31日現在、本投資法人が保有する主要な保有資産（貸借対照表計上額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

不動産等の名称
貸借対照表
計上額

（百万円）

賃貸可能面積
（㎡）（注1）

全賃貸面積
（㎡）（注2）

稼働率
（％）（注3）

対総賃貸事業
収入比率

（％）（注4）
施設の類型

チャームスイート緑地公園 （信託受益権） 1,973 5,329.73 5,329.73 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
レストヴィラ衣笠山公園 （信託受益権） 1,911 4,265.88 4,265.88 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
スーパー・コートJR奈良駅前（信託受益権） 1,633 5,057.07 5,057.07 100.0 － 住宅型有料老人ホーム
ラ・ナシカあらこがわ （信託受益権） 1,321 3,590.40 3,590.40 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
シルバーハイツ羊ヶ丘3番館 （信託受益権） 1,312 7,267.56 7,267.56 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
レストヴィラ相模原中央 （信託受益権） 1,186 3,732.95 3,732.95 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
レストヴィラ広島光が丘 （信託受益権） 977 4,133.82 4,133.82 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
ヴェルジェ枚方 （信託受益権） 962 2,925.25 2,925.25 100.0 － 住宅型有料老人ホーム
みんなの家・中央区円阿弥 （信託受益権） 902 1,963.03 1,963.03 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）
さわやか日の出館 （信託受益権） 797 2,674.37 2,674.37 100.0 － 介護付有料老人ホーム（特定施設）

合計 12,978 40,940.06 40,940.06 100.0 74.1 －

（注1）  「賃貸可能面積」は、各物件に係る建物の賃貸が可能な床面積であり、土地（平面駐車場を含みます。）の賃貸可能面積を含まず、賃貸借契約書等に表示された面積（店舗区画、
事務所区画を含みます。）を記載しています。以下同じです。 

（注2） 「全賃貸面積」は、平成27年10月31日現在、エンドテナントとの間で実際に賃貸借契約が締結され賃貸が行われている面積の合計を記載しています。以下同じです。 
（注3） 「稼働率」は、全賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値を、小数第2位以下を切り捨てて記載しています。以下同じです。
（注4）  各物件の「対総賃貸事業収入比率」につきましては、テナントから各物件の賃貸事業収入を開示することについて承諾を得られていない等の理由により、記載していません。

また、合計は小数第2位を四捨五入して記載しています。

３．投資法人の運用資産の状況
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（3）不動産等組入資産明細
　平成27年10月31日現在、本投資法人が保有する不動産等の明細は以下のとおりです。

地域 不動産等の名称 所在地 所有形態 賃貸可能面積
（㎡）

期末算定価格
（百万円）（注）

貸借対照表
計上額
（百万円）

三
大
都
市
圏

レストヴィラ相模原中央 神奈川県相模原市中央区中央三丁目6番3号 不動産信託受益権 3,732.95 1,720 1,186

チャームスイート緑地公園 大阪府豊中市西泉丘三丁目2番21号 不動産信託受益権 5,329.73 3,030 1,973

さわやかはーとらいふ西京極 京都府京都市右京区西京極堤下町8番地 不動産信託受益権 2,459.19 1,210 764

ヴェルジェ枚方 大阪府枚方市高野道二丁目20番4号 不動産信託受益権 2,925.25 1,570 962

レストヴィラ衣笠山公園 神奈川県横須賀市小矢部四丁目8番15号 不動産信託受益権 4,265.88 1,990 1,911

ラ・ナシカあらこがわ 愛知県名古屋市港区高木町四丁目34番1号 不動産信託受益権 3,590.40 1,380 1,321

スーパー・コートJR奈良駅前 奈良県奈良市大宮町一丁目5番35号 不動産信託受益権 5,057.07 1,690 1,633

みんなの家・大宮吉野町 埼玉県さいたま市北区吉野町二丁目214番地3 不動産信託受益権 1,800.03 770 796

みんなの家・中央区円阿弥 埼玉県さいたま市中央区円阿弥五丁目5番17号 不動産信託受益権 1,963.03 882 902

小計 31,123.53 14,242 11,452

中
核
都
市
部

ニチイケアセンター福島大森 福島県福島市大森字伯父母内21番地の3 不動産信託受益権 1,964.68 349 269

レストヴィラ広島光が丘 広島県広島市東区光が丘2番40号 不動産信託受益権 4,133.82 1,220 977

さわやか海響館 福岡県北九州市若松区浜町一丁目11番13号 不動産信託受益権 2,694.42 886 642

さわやか鳴水館 福岡県北九州市八幡西区東鳴水五丁目7番6号 不動産信託受益権 4,553.67 802 602

さわやか日の出館 新潟県新潟市中央区日の出二丁目2番33号 不動産信託受益権 2,674.37 923 797

さわやかリバーサイド栗の木 新潟県新潟市中央区日の出二丁目2番43号 不動産信託受益権 1,349.39 318 279

さわやか大畠参番館 福岡県北九州市小倉北区大畠一丁目6番37号 不動産信託受益権 1,411.78 350 304

シルバーハイツ羊ヶ丘3番館 北海道札幌市豊平区月寒東四条十五丁目4番38号 不動産信託受益権 7,267.56 1,320 1,312

小計 26,049.69 6,168 5,185

合計（17物件） 57,173.22 20,410 16,637

（注）平成27年10月31日を価格時点とする鑑定評価書に基づいて記載しています。

　本投資法人が保有する不動産等の賃貸事業の明細は以下のとおりです。

地域 不動産等の名称

前期（平成26年11月1日～平成27年4月30日） 当期（平成27年5月1日～平成27年10月31日）
テナント総数
（期末時点）
（注1）

稼働率
（期末時点）
（％）

賃貸事業収入
（期間中）

（百万円）（注2）

対総賃貸事業
収入比率

（％）（注3）

テナント総数
（期末時点）
（注1）

稼働率
（期末時点）
（％）

賃貸事業収入
（期間中）

（百万円）（注2）

対総賃貸事業
収入比率

（％）（注3）

三
大
都
市
圏

レストヴィラ相模原中央 1 100.0 － － 1 100.0 － －
チャームスイート緑地公園 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやかはーとらいふ西京極 1 100.0 － － 1 100.0 － －
ヴェルジェ枚方 1 100.0 － － 1 100.0 － －
レストヴィラ衣笠山公園 1 100.0 － － 1 100.0 － －
ラ・ナシカあらこがわ 1 100.0 － － 1 100.0 － －
スーパー・コートJR奈良駅前 1 100.0 － － 1 100.0 － －
みんなの家・大宮吉野町 － － － － 1 100.0 － －
みんなの家・中央区円阿弥 － － － － 1 100.0 － －

小計 7 100.0 － － 9 100.0 － －

中
核
都
市
部

ニチイケアセンター福島大森 1 100.0 － － 1 100.0 － －
レストヴィラ広島光が丘 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやか海響館 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやか鳴水館 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやか日の出館 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやかリバーサイド栗の木 1 100.0 － － 1 100.0 － －
さわやか大畠参番館 1 100.0 － － 1 100.0 － －
シルバーハイツ羊ヶ丘3番館 － － － － 1 100.0 － －

小計 7 100.0 － － 8 100.0 － －
合計 14 100.0 507 100.0 17 100.0 555 100.0

（注1） 「テナント総数」は、エンドテナントの総数を記載しています。なお、複数の建物にまたがって入居しているテナントについては、それぞれの建物毎に計上し、記載しています。
（注2） 各物件の「賃貸事業収入」につきましては、テナントから賃貸事業収入を開示することについて承諾を得られていない等の理由により、記載していません。 
（注3） 「対総賃貸事業収入比率」は、小数第2位を四捨五入しています。
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（4）特定取引の契約額等及び時価の状況等
　平成27年10月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は以下のとおりです。

区分 種類
契約額等（千円）（注1） 時価

（千円）（注2）うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
　　受取変動・支払固定 7,800,000 7,800,000 －

合計 7,800,000 7,800,000 －

（注1） 金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて記載しています。
（注2） 金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているものについては、時価の記載は省略しております。

（5）その他資産の状況
　平成27年10月31日現在、前記「（3）不動産等組入資産明細」に記載のもの以外に投資対象とするその他特定資産の組入れは
ありません。

（6）国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

（1）資本的支出の予定
　該当事項はありません。

（2）期中に行った資本的支出
　既存保有物件において、当期に行った資本的支出に該当する主な工事の概要は以下のとおりです。当期の資本的支出は2,078
千円であり、当期費用に区分された修繕費13,675千円と合わせ、15,753千円の工事を実施しております。

不動産等の名称
（所在地） 目的 期間 工事金額（千円）

レストヴィラ広島光が丘
（広島県広島市）

給湯器交換工事 自 平成27年 8月
至 平成27年 9月 744

レストヴィラ広島光が丘
（広島県広島市）

電気温水器交換工事 自 平成27年10月
至 平成27年10月 450

レストヴィラ相模原中央
（神奈川県相模原市）

空調機基盤・圧縮機等交換工事 自 平成27年 7月
至 平成27年 8月 434

その他 自 平成27年 5月
至 平成27年10月 449

合計 2,078

（3）長期修繕計画のために積立てた金銭（修繕積立金）
　本投資法人は、将来の大規模修繕等の資金支払に充当することを目的とした修繕積立金を、期中のキャッシュ・フローの中から
以下のとおり積み立てています。

（単位：百万円）

営業期間
第1期 第2期 第3期

（自 平成26年 1月 7日
至 平成26年10月31日） （自 平成26年11月 1日

至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日
至 平成27年10月31日）

当期首積立金残高 － 19 47

当期積立額 19 28 15

当期積立金取崩額 － － －

次期繰越額 19 47 63

（注） 本投資法人は、原則として毎期継続的に利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行っていく方針であります。その実施及び金額の決定

にあたっては、保有資産の競争力の維持・向上に向けて必要となる資本的支出の金額に十分配慮することとします。

4．保有不動産の資本的支出
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（1）運用等に係る費用明細

（単位：百万円）

項目
前期 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
（a）資産運用報酬 40 49

（b）資産保管手数料 0 0

（c）一般事務委託手数料 5 8

（d）役員報酬 3 3

（e）その他の費用 45 61

合計 95 122

（注） 資産運用報酬には、上記金額のほか、不動産等を取得又は売却した場合、その売買代金に料率を乗じて算出した額を支払い、当該不動産等の取得原価又は売却損益に算入し
ている「取得報酬」及び「譲渡報酬」があり、前期は取得報酬30百万円、当期は取得報酬41百万円です。

（2）借入状況
平成27年10月31日現在における借入状況は以下のとおりです。

区分
借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）（注1） 返済期限 返済方法 資金

使途 摘要
借入先

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行 平成26年11月 5日 800 800 0.344 平成29年10月31日

期限一括

（注2）

有担保
（注4）

株式会社武蔵野銀行 平成26年11月 5日 500 500 0.324 平成29年10月31日

信金中央金庫 平成26年11月 5日 500 500 0.355 平成29年10月31日

三井住友信託銀行株式会社 平成26年11月 5日 1,200 1,200 0.431 平成30年10月31日

第一生命保険株式会社 平成26年11月 5日 500 500 0.431 平成30年10月31日

株式会社りそな銀行 平成26年11月 5日 1,200 1,200 0.532 平成31年10月31日

株式会社みずほ銀行 平成26年11月 5日 1,000 1,000 0.532 平成31年10月31日

みずほ信託銀行株式会社 平成26年11月 5日 700 700 0.532 平成31年10月31日

株式会社みずほ銀行 平成27年 6月 1日 － 500 0.524 平成32年 5月29日

（注3）

みずほ信託銀行株式会社 平成27年 6月 1日 － 500 0.524 平成32年 5月29日

株式会社武蔵野銀行 平成27年 6月 1日 － 500 0.524 平成32年 5月29日

信金中央金庫 平成27年10月15日 － 400 0.293 平成30年10月31日

株式会社りそな銀行 平成27年10月15日 － 500 0.474 平成32年10月30日

合計 6,400 8,800

（注1）  「平均利率」は、日数による期中の加重平均を記載しており、小数第4位を四捨五入しています。また、金利変動リスクを低減する目的で金利スワップ取引を行った借入金に
ついては、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を記載しています。

（注2） 物件の取得資金等及び借入金の返済資金です。
（注3） 物件の取得資金等です。
（注4） 当該借入において担保に供している資産は以下のとおりです。
 ニチイケアセンター福島大森、レストヴィラ広島光が丘、レストヴィラ相模原中央、チャームスイート緑地公園、さわやか海響館、さわやか鳴水館、さわやかはーとらいふ西京極、

ヴェルジェ枚方、レストヴィラ衣笠山公園、ラ・ナシカあらこがわ、さわやか日の出館、さわやかリバーサイド栗の木、さわやか大畠参番館、スーパー・コートJR 奈良駅前、
みんなの家・大宮吉野町、みんなの家・中央区円阿弥及びシルバーハイツ羊ヶ丘3番館

（3）投資法人債の状況
　該当事項はありません。

（4）短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

（5）新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

5．費用・負債の状況



27Ⅲ．資産運用報告

（1）不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

資産の種類 地域 不動産等の名称
取得 譲渡

取得年月日 取得価額
（百万円）（注） 譲渡年月日 譲渡価額

（百万円）
帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

不動産信託
受益権

三大都市圏

みんなの家・
大宮吉野町 平成27年 6月 1日 740 － － － －

みんなの家・
中央区円阿弥 平成27年 6月 1日 838 － － － －

小計 1,578 － － － －

中核都市部 シルバーハイツ
羊ヶ丘3番館 平成27年10月15日 1,200 － － － －

小計 1,200 － － － －

合計（3物件） 2,778 － － － －

（注）「取得価額」には、取得諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税は含んでいません。

（2）その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

（3）特定資産の価格等の調査
①不動産等

資産の種類 地域 取得又は
譲渡 不動産等の名称 取得又は

譲渡年月日

取得価額又は
譲渡価額

（百万円）（注1）

不動産
鑑定評価額
（百万円）

不動産
鑑定機関 価格時点

不動産信託
受益権

三大都市圏

取得 みんなの家・
大宮吉野町 平成27年 6月 1日 740 755 株式会社谷澤

総合鑑定所 平成27年 4月 1日

取得 みんなの家・
中央区円阿弥 平成27年 6月 1日 838 859 一般財団法人

日本不動産研究所 平成27年 4月 1日

小計 － 1,578 1,614 － －

中核都市部
取得 シルバーハイツ

羊ヶ丘3番館 平成27年10月15日 1,200 1,310 大和不動産
鑑定株式会社 平成27年 7月31日

小計 － 1,200 1,310 － －

合計（3物件） － 2,778 2,924 － －

（注1） 「取得価額又は譲渡価額」には、取得諸経費、固定資産税、都市計画税、消費税及び地方消費税は含んでいません。
（注2） 特定資産に係る不動産等の鑑定評価が必要な取引につきましては、上記不動産鑑定機関が不動産鑑定評価基準　各論　第3章「証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価」

に基づき実施しており、本投資法人は当該鑑定評価の結果の通知を受けています。

②その他
　本投資法人が行った取引で、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）第
201条の定めにより、価格等の調査が必要とされたもののうち、上記「①不動産等」に記載されている取引以外の取引については、
有限責任 あずさ監査法人に調査を委託しています。
　平成27年5月1日から平成27年10月31日までの対象期間中に調査対象となった取引は金利スワップ3件であり、当該取
引については、有限責任 あずさ監査法人にその調査を委託し、同監査法人より調査報告書を受領しています。
　なお、当該調査に際して、金利スワップ取引に係る取引の相手方の名称、通貨の種類、約定利率、取引開始日、取引終了日及び
想定元本額等の内容に関して調査を委託しました。

6．期中の売買状況
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（4）利害関係人等との取引状況

①取引状況
　該当事項はありません。

②支払手数料等の金額

区分 支払手数料等総額
（A）（千円）

利害関係人等との取引内訳（注1）
総額に対する割合
（B/A）（％）支払先 支払金額

（B）（千円）

信託受益権売買手数料 （注2） 大和証券株式会社及び
大和プロパティ株式会社 15,780 （注2）

（注1） 利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条に定める利害関係人等、その他一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告
書等に関する規則第26条第1項第27号に規定される資産運用会社の利害関係人等をいいます。

（注2） 利害関係人等以外の者への支払手数料等については、媒介者の同意を得られていないため、開示しておりません。そのため、支払手数料等総額及び総額に対する割合につい
ても開示しておりません。

（5）資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　資産運用会社（大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社）は、平成27年10月31日現在、第二種金融商品取引
業（本投資法人を顧客とするものを除きます。）及び宅地建物取引業（投資法人から委託を受ける投資運用業に直接関連するものを
除きます。）の業務を兼務していますが、該当する取引はありません。また、第一種金融商品取引業及び不動産特定共同事業のいず
れの業務も兼業しておらず、該当する取引はありません。

（1）資産・負債・元本（出資）及び損益の状況
　資産・負債・元本（出資）及び損益の状況につきましては、「Ⅱ.貸借対照表」、「Ⅲ.損益計算書」、「Ⅳ.投資主資本等変動計算書」、
「Ⅴ.注記表」及び「Ⅵ.金銭の分配に係る計算書」をご参照ください。

（2）減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

（3）不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

7．経理の状況



29Ⅲ．資産運用報告

（1）自社設定投資信託受益証券等の状況等
　本投資法人の資産運用会社（大和リアル・エステート・アセット・マネジメント株式会社）が保有している本投資法人の投資口の
状況は以下のとおりです。
①取得等の状況

年月日 取得口数（口） 処分口数（口） 保有口数（口）

平成26年 1月 7日 1,000 － 1,000

累計 1,000 － 1,000

②保有等の状況

期末保有口数（口） 期末保有総額（千円） 発行済投資口の総口数に対する比率
第1期

1,000 100,000 5.1％（自 平成26年 1月 7日
至 平成26年10月31日）

第2期
1,000 272,100 1.6％（自 平成26年11月 1日

至 平成27年 4月30日）
第3期

1,000 200,700 1.6％（自 平成27年 5月 1日
至 平成27年10月31日）

（注）第1期の期末保有総額については取得価格、第2期以降については、投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における各期末日の終値より算出しております。

（2）海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

（3）海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

（4）お知らせ
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等はありません。

（5）その他
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しております。

8．その他
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（単位：千円）

前期（ご参考）
（平成27年4月30日）

当期
（平成27年10月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 964,474 550,649

信託現金及び信託預金 ※1 357,044 ※1 414,549

前払費用 11,276 19,141

繰延税金資産 13 14

未収消費税等 3,141 2,068

その他 － 873

流動資産合計 1,335,951 987,297

固定資産

有形固定資産

建設仮勘定 1,674 1,909

信託建物 8,632,809 10,291,446

減価償却累計額 △229,105 △379,019

信託建物（純額） ※1 8,403,703 ※1 9,912,426

信託構築物 133,949 182,611

減価償却累計額 △2,746 △4,576

信託構築物（純額） ※1 131,202 ※1 178,034

信託工具、器具及び備品 － 1,324

減価償却累計額 － △32

信託工具、器具及び備品（純額） － ※1 1,291

信託土地 ※1 5,185,156 ※1 6,504,957

有形固定資産合計 13,721,736 16,598,619

無形固定資産

信託借地権 ※1 40,886 ※1 40,886

商標権 198 187

ソフトウエア 3,319 2,952

無形固定資産合計 44,404 44,026

投資その他の資産

敷金及び保証金 10,000 10,000

長期前払費用 22,761 26,635

投資その他の資産合計 32,761 36,635

固定資産合計 13,798,902 16,679,282

資産合計 15,134,854 17,666,579

Ⅳ. 貸借対照表



31Ⅳ. 貸借対照表

（単位：千円）

前期（ご参考）
（平成27年4月30日）

当期
（平成27年10月31日）

負債の部

流動負債

営業未払金 9,573 16,385

未払金 44,910 98,115

前受金 54,035 69,127

預り金 512 597

未払法人税等 900 896

その他 － 869

流動負債合計 109,931 185,990

固定負債

長期借入金 ※1 6,400,000 ※1 8,800,000

預り敷金及び保証金 579,123 645,231

固定負債合計 6,979,123 9,445,231

負債合計 7,089,055 9,631,222

純資産の部

投資主資本

出資総額 7,884,000 7,884,000

出資総額控除額 － △49,248

出資総額（純額） 7,884,000 7,834,752

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 161,798 200,605

剰余金合計 161,798 200,605

投資主資本合計 8,045,798 8,035,357

純資産合計 ※3 8,045,798 ※3 8,035,357

負債純資産合計 15,134,854 17,666,579
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（単位：千円）

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
営業収益

賃貸事業収入 ※1 507,642 ※1 555,588

営業収益合計 507,642 555,588

営業費用

賃貸事業費用 ※1 166,035 ※1 208,265

資産運用報酬 40,652 49,037

資産保管手数料 545 554

一般事務委託手数料 5,550 8,162

信託報酬 4,367 4,908

役員報酬 3,600 3,600

会計監査人報酬 3,000 4,400

その他営業費用 37,900 51,729

営業費用合計 261,652 330,657

営業利益 245,989 224,931

営業外収益

受取利息 40 26

その他 8 4

営業外収益合計 48 30

営業外費用

支払利息 14,435 18,012

融資手数料 26,569 5,391

投資口交付費 42,340 －

その他 － 61

営業外費用合計 83,345 23,465

経常利益 162,693 201,496

税引前当期純利益 162,693 201,496

法人税、住民税及び事業税 908 901

法人税等調整額 5 △0

法人税等合計 914 901

当期純利益 161,779 200,595

前期繰越利益 19 10

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 161,798 200,605

Ⅴ. 損益計算書



33Ⅵ. 投資主資本等変動計算書

前期（ご参考）（自 平成26年11月1日　至 平成27年4月30日） （単位：千円）

当期（自 平成27年5月1日　至 平成27年10月31日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本合計当期未処分利益又は

当期未処理損失（△） 剰余金合計

当期首残高 1,980,000 129,630 129,630 2,109,630 2,109,630

当期変動額

新投資口の発行 5,904,000 5,904,000 5,904,000

剰余金の配当 △129,610 △129,610 △129,610 △129,610

当期純利益 161,779 161,779 161,779 161,779

当期変動額合計 5,904,000 32,168 32,168 5,936,168 5,936,168

当期末残高 7,884,000 161,798 161,798 8,045,798 8,045,798

投資主資本

純資産合計
出資総額 剰余金

投資主資本
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
（純額）

当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 7,884,000 － 7,884,000 161,798 161,798 8,045,798 8,045,798

当期変動額

利益超過分配 △49,248 △49,248 △49,248 △49,248

剰余金の配当 △161,788 △161,788 △161,788 △161,788

当期純利益 200,595 200,595 200,595 200,595

当期変動額合計 － △49,248 △49,248 38,806 38,806 △10,441 △10,441

当期末残高 7,884,000 △49,248 7,834,752 200,605 200,605 8,035,357 8,035,357

Ⅵ. 投資主資本等変動計算書
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1．継続企業の前提に関する注記

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
該当事項はありません。 該当事項はありません。

区分
前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
1．固定資産の減価償却の
方法

（1）有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しております。
　 なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のと
おりです。

　　建物 4～56年
　　構築物 41～47年

（2）無形固定資産
　定額法を採用しております。
（3）長期前払費用
　定額法を採用しております。

（1）有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しております。
　 なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のと
おりです。

　　建物 4～58年
　　構築物 39～48年
　　工具、器具及び備品 6年
（2）無形固定資産
　定額法を採用しております。
（3）長期前払費用
　定額法を採用しております。

2．繰延資産の処理方法 投資口交付費
　 支出時に全額費用として処理しております。

－

3． 収益及び費用の計上
基準

固定資産税等の処理方法
　 保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託
受益権に係る固定資産税、都市計画税及び償却資
産税等については、賦課決定された税額のうち当
該決算期間に対応する額を賃貸事業費用として費
用処理する方法を採用しております。

　 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受
益権の取得に伴い、本投資法人が負担すべき初年
度の固定資産税等相当額については、費用計上せ
ず当該不動産等の取得原価に算入しております。
当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額は、3,564千円です。

固定資産税等の処理方法
　 保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託
受益権に係る固定資産税、都市計画税及び償却資
産税等については、賦課決定された税額のうち当
該決算期間に対応する額を賃貸事業費用として費
用処理する方法を採用しております。
　 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受
益権の取得に伴い、本投資法人が負担すべき初年
度の固定資産税等相当額については、費用計上せ
ず当該不動産等の取得原価に算入しております。
当期において不動産等の取得原価に算入した固定
資産税等相当額は、6,876千円です。

4．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
　 但し、金利スワップの特例処理の要件を満たすも
のにつきましては、特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段
　　金利スワップ取引
　ヘッジ対象
　　借入金利息
（3）ヘッジ方針
　 本投資法人はリスク管理方針に基づき、投資法人
規約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバ
ティブ取引を行っております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と
ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを
比較し、両者の変動額の比率を検証することによ
り、ヘッジの有効性を評価しております。

　 但し、特例処理の要件を満たす金利スワップにつ
いては、有効性の評価を省略しております。

（1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。
　 但し、金利スワップの特例処理の要件を満たすも
のにつきましては、特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段
　　金利スワップ取引
　ヘッジ対象
　　借入金利息
（3）ヘッジ方針
　 本投資法人はリスク管理方針に基づき、投資法人
規約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバ
ティブ取引を行っております。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と
ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを
比較し、両者の変動額の比率を検証することによ
り、ヘッジの有効性を評価しております。
　 但し、特例処理の要件を満たす金利スワップにつ
いては、有効性の評価を省略しております。

Ⅶ. 注記表
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区分
前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
5． その他計算書類作成の
ための基本となる重要
な事項

（1）  不動産等を信託財産とする信託受益権に関する
会計処理方法

　 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に
つきましては、信託財産内全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しております。

　 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重
要性がある下記の科目については、貸借対照表に
おいて区分掲記しております。

　　①信託現金及び信託預金
　　② 信託建物、信託構築物、信託土地
　　③信託借地権

（2）消費税等の処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。

　 なお、資産の取得に係る控除対象外消費税等は各
資産の取得原価に算入しております。

（1）  不動産等を信託財産とする信託受益権に関する
会計処理方法

　 保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に
つきましては、信託財産内全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘
定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しております。

　 なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重
要性がある下記の科目については、貸借対照表に
おいて区分掲記しております。

　　①信託現金及び信託預金
　　② 信託建物、信託構築物、信託工具、器具及び

備品、信託土地
　　③信託借地権
（2）消費税等の処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。

　 なお、資産の取得に係る控除対象外消費税等は各
資産の取得原価に算入しております。

3．貸借対照表に関する注記

前期（ご参考）
（平成27年4月30日）

当期
（平成27年10月31日）

※1．  担保に供している資産及び担保を付している債務 
担保に供している資産は次のとおりです。

 （単位：千円）
信託現金及び信託預金 357,044
信託建物 8,403,703
信託構築物 131,202
信託土地 5,185,156
信託借地権 40,886
合計 14,117,993

担保を付している債務は次のとおりです。
 （単位：千円）

長期借入金 6,400,000
合計 6,400,000

※2． コミットメント型タームローン契約
－

※3．  投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に規定する
最低純資産額
 50,000千円

※1．  担保に供している資産及び担保を付している債務 
担保に供している資産は次のとおりです。

 （単位：千円）
信託現金及び信託預金 414,549
信託建物 9,912,426
信託構築物 178,034
信託工具、器具及び備品 1,291
信託土地 6,504,957
信託借地権 40,886
合計 17,052,145

担保を付している債務は次のとおりです。
 （単位：千円）

長期借入金 8,800,000
合計 8,800,000

※2． コミットメント型タームローン契約
本投資法人は取引銀行１行とコミットメント型タームロー
ン契約を締結しています。なお、当期末における契約に基
づく借入残高はありません。

 （単位：千円）
コミットメント型タームローンの総額 1,200,000
借入実行残高 －
差引額 1,200,000

※3．  投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に規定する
最低純資産額
 50,000千円
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5．投資主資本等変動計算書に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 60,800口

1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 60,800口

6．税効果会計に関する注記

前期（ご参考）
（平成27年4月30日）

当期
（平成27年10月31日）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 13
繰延税金資産計 13
（繰延税金資産の純額） 13

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目
別の内訳

（単位：%）
法定実効税率 34.15
（調整）
　支払分配金の損金算入額 △33.96
　その他 0.37
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.56

3．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の
金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）
が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に
開始する会計期間から法人税率の引き下げが行われることに
なりました。これに伴い、平成27年5月1日以後開始する会
計期間において解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金
資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、
32.31%に変更されます。
なお、当該変更による影響額は軽微です。

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 14
繰延税金資産計 14
（繰延税金資産の純額） 14

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に
重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目
別の内訳

（単位：%）
法定実効税率 32.31
（調整）
　支払分配金の損金算入額 △32.16
　その他 0.30
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.45

4．損益計算書に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
※1．不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入 507,642

不動産賃貸事業収益合計 507,642

Ｂ．不動産賃貸事業費用 
外注委託費 8,877
租税公課 9,520
損害保険料 1,539
修繕費 7,082
減価償却費 137,640
借地借家料 1,200
その他賃貸事業費用 174

不動産賃貸事業費用合計 166,035

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 341,606

※1．不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円）
Ａ．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入 555,588
不動産賃貸事業収益合計 555,588

Ｂ．不動産賃貸事業費用 
外注委託費 9,821
租税公課 30,607
損害保険料 1,184
修繕費 13,675
減価償却費 151,776
借地借家料 1,200

不動産賃貸事業費用合計 208,265

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 347,323



37Ⅶ. 注記表

7．リースにより使用する固定資産に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
該当事項はありません。 該当事項はありません。

8．金融商品に関する注記
前期（ご参考）（自 平成26年11月1日　至 平成27年4月30日）
（1）金融商品の状況に関する事項
　①金融商品に対する取組方針
　　 　本投資法人では、資産の取得、修繕、分配金の支払及び借入金の返済等に充当する資金を、金融機関からの借入れ又は新
投資口の発行等により調達しています。借入金による資金調達においては、財務の安定性の確保及び将来の金利上昇リスク
を回避するため、借入期間の長期化、金利の固定化及び返済期日の分散等に留意しています。

　　 　余資運用については、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有価証券等を対象としていますが、原則として預金
にて運用しております。

　　 　デリバティブ取引については、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的としたものに限定し
ています。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　 　借入金の資金使途は主に資産（不動産信託受益権等）の取得です。これらは、返済において流動性リスクに晒されますが、
有利子負債比率を低位に保ち、期日分散を図り、有利子負債の長期比率を高位に保つとともに、国内金融機関を中心とする
レンダーの多様化を図ることで、当該リスクを管理しています。なお、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒
されていますが、このうち長期のものの一部又は全部については、支払金利の上昇リスクを回避し支払利息の固定化を図るた
めに、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

　　 　ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。但し、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価は省略しております。

　　 　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っております。
　　 　預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去に伴う返還時において流動性リスクに晒されますが、その金額

の一定割合を留保することにより、当該リスクを限定しています。
　　 　預金は、投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、預入期間を短
期に限定し、また、預入先金融機関の信用格付に下限を設ける（決済性預金を除く）等により、当該リスクを管理しています。

　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること
もあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示
すものではありません。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　 　平成27年4月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）をご参照下さい。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 964,474 964,474 －

（2）信託現金及び信託預金 357,044 357,044 －

資産計 1,321,519 1,321,519 －

（3）長期借入金 6,400,000 6,375,873 △24,126

負債計 6,400,000 6,375,873 △24,126

デリバティブ取引 － － －



38

（注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

負　債
（3）長期借入金
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計
額（※）を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。
（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照下さい。）については、その金利スワップのレートによる元

利金の合計額

デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において
定められた元本相当額等は次のとおりです。

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象

契約額等（千円） 時価
（千円） 当該時価の算定方法

内1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 5,400,000 5,400,000 （※）

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含め
て記載しております。（前記「負債」（3）をご参照下さい。）

（注2） 賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金（貸借対照表計上額579,123千円）は、市場価格がなく、
かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フロー
を見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 964,474 － － － － －

信託現金及び信託預金 357,044 － － － － －

合計 1,321,519 － － － － －

（注4）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 － － 1,800,000 1,700,000 2,900,000 －

合計 － － 1,800,000 1,700,000 2,900,000 －

当期（自 平成27年5月1日　至 平成27年10月31日）
（1）金融商品の状況に関する事項
　①金融商品に対する取組方針
　　 　本投資法人では、資産の取得、修繕、分配金の支払及び借入金の返済等に充当する資金を、金融機関からの借入れ又は新
投資口の発行等により調達しています。借入金による資金調達においては、財務の安定性の確保及び将来の金利上昇リスク
を回避するため、借入期間の長期化、金利の固定化及び返済期日の分散等に留意しています。

　　 　余資運用については、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び有価証券等を対象としていますが、原則として預金
にて運用しております。

　　 　デリバティブ取引については、本投資法人の負債に起因する金利変動リスクをヘッジすることを目的としたものに限定し
ています。
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　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　 　借入金の資金使途は主に資産（不動産信託受益権等）の取得です。これらは、返済において流動性リスクに晒されますが、
有利子負債比率を低位に保ち、期日分散を図り、有利子負債の長期比率を高位に保つとともに、国内金融機関を中心とする
レンダーの多様化を図ることで、当該リスクを管理しています。なお、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒
されていますが、このうち長期のものの一部又は全部については、支払金利の上昇リスクを回避し支払利息の固定化を図るた
めに、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。また、フォワード・コミットメント等に
よる物件取得時の資金調達リスクの軽減を図るため、コミットメント型タームローンを利用しております。

　　 　ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー
変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。但し、特例処理の
要件を満たす金利スワップについては、有効性の評価は省略しております。

　　 　デリバティブ取引の執行・管理については、リスク管理の基本方針を定めた規程に基づき行っております。
　　 　預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、退去に伴う返還時において流動性リスクに晒されますが、その金額

の一定割合を留保することにより、当該リスクを限定しています。
　　 　預金は、投資法人の余資を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、預入期間を短

期に限定し、また、預入先金融機関の信用格付に下限を設ける（決済性預金を除く）等により、当該リスクを管理しています。
　③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること
もあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示
すものではありません。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　 　平成27年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）をご参照下さい。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 550,649 550,649 －

（2）信託現金及び信託預金 414,549 414,549 －

資産計 965,198 965,198 －

（3）長期借入金 8,800,000 8,789,863 △10,136

負債計 8,800,000 8,789,863 △10,136

デリバティブ取引 － － －

（注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

負　債
（3）長期借入金
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計
額（※）を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。
（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照下さい。）については、その金利スワップのレートによる元

利金の合計額

デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの
　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において
定められた元本相当額等は次のとおりです。

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象

契約額等（千円） 時価
（千円） 当該時価の算定方法

内1年超
金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 7,800,000 7,800,000 （※）

（※）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含め
て記載しております。（前記「負債」（3）をご参照下さい。）
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（注2） 賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金（貸借対照表計上額645,231千円）は、市場価格がなく、
かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フロー
を見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 550,649 － － － － －

信託現金及び信託預金 414,549 － － － － －

合計 965,198 － － － － －

（注4）長期借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 － 1,800,000 2,100,000 2,900,000 2,000,000 －

合計 － 1,800,000 2,100,000 2,900,000 2,000,000 －

9．賃貸等不動産に関する注記
前期（ご参考）（自 平成26年11月1日　至 平成27年4月30日）
　本投資法人は、三大都市圏及び中核都市部において、有料老人ホーム等（土地を含みます。）を有しています。これら賃貸等不動産
の貸借対照表計上額、当期増減額及び当期末の時価は、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

当期末の時価
当期首残高 当期増減額 当期末残高

7,517,513 6,243,435 13,760,948 16,462,000

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2） 当期増減額のうち、主な増加理由は6物件の取得（6,015,000千円）によるものであり、主な減少理由は減価償却費（137,640千円）によるものです。
（注3） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。

なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

当期（自 平成27年5月1日　至 平成27年10月31日）
　本投資法人は、三大都市圏及び中核都市部において、有料老人ホーム等（土地を含みます。）を有しています。これら賃貸等不動産
の貸借対照表計上額、当期増減額及び当期末の時価は、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

当期末の時価
当期首残高 当期増減額 当期末残高

13,760,948 2,876,647 16,637,595 20,410,000

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2） 当期増減額のうち、主な増加理由は3物件の取得（2,778,000千円）によるものであり、主な減少理由は減価償却費（151,776千円）によるものです。
（注3） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しております。

なお、賃貸等不動産に関する損益は、「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

10．資産の運用の制限に関する注記
前期（ご参考）（自 平成26年11月1日　至 平成27年4月30日）
　該当事項はありません。

当期（自 平成27年5月1日　至 平成27年10月31日）
　該当事項はありません。
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11．関連当事者との取引に関する注記
前期（ご参考）（自 平成26年11月1日　至 平成27年4月30日）

属性 取引先名称 事業の内容
又は職業

投資口の所有口数
（被所有）割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

主要投資主・
利害関係人等

株式会社
大和証券
グループ本社

持株会社
（被所有）
直接10.00％
間接 1.65％

投資口の
引受
（注1）

912,000 － －

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 －

資金の借入 700,000 長期
借入金 700,000

利息の支払
（注2） 1,458 － －

上記金額のうち、取引金額には、消費税等が含まれておりません。

（注1） 1口当たり150,000円にて本投資法人の公募増資の引受を行ったものです。
（注2） 取引条件の決定については、市場の実勢に基づいて、決定しております。

当期（自 平成27年5月1日　至 平成27年10月31日）

属性 取引先名称 事業の内容
又は職業

投資口の所有口数
（被所有）割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

資産保管会社 みずほ信託銀行
株式会社 銀行業 －

資金の借入 500,000 長期
借入金 1,200,000

利息の支払
（注） 2,415 － －

上記金額のうち、取引金額には、消費税等が含まれておりません。

（注）取引条件の決定については、市場の実勢に基づいて、決定しております。

12．1口当たり情報に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
当期純利益（千円） 161,779 200,595

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 161,779 200,595

期中平均投資口数（口） 59,800 60,800

（注）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。  

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
1口当たり純資産額 132,332円
1口当たり当期純利益 2,705円

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口
数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投
資口がないため記載しておりません。

1口当たり純資産額 132,160円
1口当たり当期純利益 3,299円

なお、1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口
数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投
資口がないため記載しておりません。
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13．重要な後発事象に関する注記

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
1．資産の取得
本投資法人は、平成27年6月1日付で、下記のとおり、国内不
動産を信託する信託受益権2物件（取得価格合計1,578百万円）
を取得しました。

資産の名称 みんなの家・大宮吉野町
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 埼玉県さいたま市北区吉野町二丁目214番3号

取得価格 740百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年6月1日
取得先 非開示（注）

（注）  取得先は個人ですが、名称等の開示については取得先から同意を得られていない
ため、非開示としております。

資産の名称 みんなの家・中央区円阿弥
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 埼玉県さいたま市中央区円阿弥五丁目5番17号

取得価格 838百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年6月1日
取得先 非開示（注）

（注）  取得先のうち、土地は国内事業会社、建物は個人ですが、名称等の開示について
は取得先から同意を得られていないため、非開示としております。

 2．資金の借入
本投資法人は、平成27年6月1日付で、下記のとおり、資金
の借入れを行いました。この借入金は、前記「1. 資産の取得」
に記載した新規物件の取得資金及び取得に係る諸費用に充当
しました。

借入先 借入日 借入金額
（百万円） 利率 返済期限 借入・

返済方法

株式会社
みずほ
銀行

平成27年
6月1日 500

全銀協1ヶ月
円TIBOR
+0.30％
（注）

平成32年
5月29日

有担保・
一括返済

みずほ
信託銀行
株式会社

平成27年
6月1日 500

全銀協1ヶ月
円TIBOR
+0.30％
（注）

平成32年
5月29日

有担保・
一括返済

株式会社
武蔵野
銀行

平成27年
6月1日 500

全銀協1ヶ月
円TIBOR
+0.30％
（注）

平成32年
5月29日

有担保・
一括返済

（注）  利払日は、各月月末日及び満期日（但し、当該日が営業日でない場合は翌営業日
となり、翌営業日が翌月となる場合はその直前の営業日）です。利払日に支払う
利息の計算期間に適用する基準金利は、利息の計算期間開始の2営業日前に公表
される全銀協1ヶ月円TIBORに基づき算出します。

1．投資口発行
本投資法人は、平成27年10月29日及び平成27年11月10日
開催の本投資法人役員会において、下記のとおり、投資口の発
行に関し決議しました。なお、平成27年11月17日及び平成
27年12月16日にそれぞれ払込が完了しております。

（1）公募による新投資口の発行（一般募集）
募集投資口数 12,130口
払込金額（発行価額） 1口当たり金189,440円
払込金額（発行価額）の総額 2,297,907,200円
払込期日 平成27年11月17日
調達する資金の使途 後記「2. 資産の取得」に記載の

特定資産の取得資金及び取得に係
る諸費用に充当します。

（2）第三者割当による新投資口の発行
募集投資口数 1,702口
払込金額（発行価額） 1口当たり金189,440円
払込金額（発行価額）の総額 322,426,880円
割当先及び割当投資口数 大和証券株式会社　1,702口
払込期日 平成27年12月16日
調達する資金の使途 手元資金とし、支出するまでの間

は金融機関に預け入れ、将来の特
定資産の取得資金の一部又は有利
子負債の返済資金の一部に充当し
ます。

2．資産の取得
本投資法人は、平成27年11月24日付で、下記のとおり、国
内不動産を信託する信託受益権4物件（取得価格合計2,550百
万円）を取得しました。

資産の名称 アルファリビング岡山西川緑道公園
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 岡山県岡山市北区中央町6番2号

取得価格 730百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年11月24日
取得先 合同会社DAヘルスケアアルファ

資産の名称 アルファリビング岡山後楽園
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 岡山県岡山市中区浜一丁目11番4号

取得価格 610百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年11月24日
取得先 合同会社DAヘルスケアアルファ

資産の名称 アルファリビング高松駅前
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 香川県高松市西内町1番6号

取得価格 605百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年11月24日
取得先 合同会社DAヘルスケアアルファ
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前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
資産の名称 アルファリビング高松百間町
取得資産 国内不動産を信託する信託受益権
所在地
（住居表示） 香川県高松市百間町8番地11

取得価格 605百万円
（取得諸経費及び消費税等を除きます。）

引渡日 平成27年11月24日
取得先 合同会社DAヘルスケアアルファ

3．資金の借入
本投資法人は、平成27年10月29日にコミットメント型ター
ムローン契約を締結し、平成27年11月24日付で、下記のと
おり、資金の借入れを行いました。この借入金は、前記「2. 
資産の取得」に記載した新規物件の取得資金及び取得に係る諸
費用に充当しました。

借入先 借入日 借入金額
（百万円） 利率 返済期限 借入・

返済方法

株式会社
みずほ
銀行

平成27年
11月24日 900

全銀協1ヶ月
円TIBOR
+0.30％
（注）

平成28年
5月24日

有担保・
一括返済

（注）  利払日は、各月月末日及び満期日（但し、当該日が営業日でない場合は翌営業日
となり、翌営業日が翌月となる場合はその直前の営業日）です。利払日に支払う利
息の計算期間に適用する基準金利は、利息の計算期間開始の2営業日前に公表さ
れる全銀協1ヶ月円TIBORに基づき算出します。
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Ⅷ. 金銭の分配に係る計算書

区分

前期（ご参考） 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
金額（円） 金額（円）

Ⅰ 当期未処分利益
Ⅱ  利益超過分配金加算額 
 出資総額控除額

161,798,905

49,248,000

200,605,559

46,694,400

Ⅲ   分配金の額 
（投資口1口当たり分配金の額）
　   うち利益分配金 
（うち1口当たり利益分配金）
　   うち利益超過分配金 
（うち1口当たり利益超過分配金）

211,036,800
（3,471）

161,788,800
（2,661）

49,248,000
（810）

247,273,600
（4,067）

200,579,200
（3,299）

46,694,400
（768）

Ⅳ  次期繰越利益 10,105 26,359

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第33条第1項第1号に定め
る「金銭の分配の方針」に基づき、分配金の
額は利益の金額を限度とし、「租税特別措置法
第67条の15に規定される本投資法人の配当
可能利益の額の金額の100分の90に相当する
金額を超えて分配する」旨の方針に従い、当期
未処分利益を超えない額で発行済投資口の総
口数60,800口の整数倍の最大値となる
161,788,800円を利益分配金として分配す
ることと致しました。
なお、本投資法人は、本投資法人の規約第33
条第1項第2号に定める金銭の分配の方針に基
づき、毎期継続的に利益を超える金銭の分配
（出資の払戻し）を行います。
かかる方針を踏まえ、当期の減価償却費計上
額である137,640,283円の100分の36にほ
ぼ相当する額として算定される49,248,000
円を、利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）
として分配することと致しました。

本投資法人の規約第33条第1項第1号に定め
る「金銭の分配の方針」に基づき、分配金の額
は利益の金額を限度とし、「租税特別措置法第
67条の15に規定される本投資法人の配当可
能利益の額の金額の100分の90に相当する金
額を超えて分配する」旨の方針に従い、当期未
処分利益を超えない額で発行済投資口の総口
数60,800口の整数倍の最大値となる
200,579,200円を利益分配金として分配す
ることと致しました。
なお、本投資法人は、本投資法人の規約第33
条第1項第2号に定める金銭の分配の方針に基
づき、毎期継続的に利益を超える金銭の分配
（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払
戻し）を行います。
かかる方針を踏まえ、当期の減価償却費計上
額である151,776,702円の100分の31にほ
ぼ相当する額として算定される46,694,400
円を、利益を超える金銭の分配（税法上の出資
等減少分配に該当する出資の払戻し）として分
配することと致しました。

（注）  本投資法人は、長期修繕計画に基づき想定される各計算期間の資本的支出を勘案し、長期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ、資金需要（投資対象資産の新規取得、保有資
産の維持・向上に向けて必要となる修繕及び資本的支出、本投資法人の運転資金、債務の返済並びに分配金の支払い等）に対応するため、融資枠等の設定状況を勘案し、
本投資法人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない範囲で、毎計算期間における減価償却費の40％を上限として利益を超え
る金銭の分配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を継続して実施する方針としています。
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（単位：千円）

前期 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
営業活動によるキャッシュ･フロー

税引前当期純利益 162,693 201,496

減価償却費 138,003 152,154

投資口交付費 42,340 －

受取利息 △40 △26

支払利息 14,435 18,012

未収消費税等の増減額（△は増加） 414 1,072

前払費用の増減額（△は増加） △4,601 △7,865

営業未払金の増減額（△は減少） 1,469 6,662

未払金の増減額（△は減少） 9,492 30,593

前受金の増減額（△は減少） 16,071 15,092

長期前払費用の増減額（△は増加） △20,540 △3,874

預り金の増減額（△は減少） 294 84

その他 19,335 836

小計 379,365 414,239

利息の受取額 40 26

利息の支払額 △14,435 △17,902

法人税等の支払額 △1,124 △905

営業活動によるキャッシュ･フロー 363,846 395,458

投資活動によるキャッシュ･フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,562 △1,909

信託有形固定資産の取得による支出 △6,382,199 △3,005,699

無形固定資産の取得による支出 △3,671 －

預り敷金及び保証金の受入による収入 160,798 66,108

投資活動によるキャッシュ･フロー △6,230,635 △2,941,501

財務活動によるキャッシュ･フロー

短期借入れによる収入 300,000 －

短期借入金の返済による支出 △300,000 －

長期借入れによる収入 6,400,000 2,400,000

長期借入金の返済による支出 △5,850,000 －

投資口の発行による収入 5,861,659 －

分配金の支払額 △129,610 △161,239

利益超過分配金の支払額 － △49,038

財務活動によるキャッシュ･フロー 6,282,048 2,189,722

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 415,260 △356,320

現金及び現金同等物の期首残高 906,259 1,321,519

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,321,519 ※1 965,198

（注）  キャッシュ ･フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として添付しています。このキャッ
シュ ･フロー計算書は、投資信託及び投資法人に関する法律第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象でないため、会計監査人の監査は受けておりません。

Ⅹ. キャッシュ・フロー計算書［参考情報］
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区分
前期 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引き
出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引き
出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

重要な会計方針に係る事項に関する注記［参考情報］

キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項［参考情報］

前期 当期

（自 平成26年11月 1日
至 平成27年 4月30日） （自 平成27年 5月 1日

至 平成27年10月31日）
※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係
（単位：千円）

現金及び預金 964,474
信託現金及び信託預金 357,044
現金及び現金同等物 1,321,519

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金  550,649
信託現金及び信託預金 414,549
現金及び現金同等物 965,198

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。

マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

法令に定められたとおり、支払調書には投資主様のマイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

マイナンバーの利用範囲には投資口の税務関係手続きも含まれます。投資主様はお取引の証券会社等へマイナンバーをお届出ください。

● 証券口座にて投資口を管理されている投資主様
　 お取引の証券会社までお問い合わせください。

● 証券会社とのお取引がない投資主様
　 下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
　 　三井住友信託銀行 証券代行部
　 　フリーダイヤル　0120ｰ782ｰ031

主な支払調書 ＊分配金に関する支払調書

※平成27年10月時点

投資口関係業務におけるマイナンバーの利用
















